
北九州市自殺対策計画 進捗状況表　【参考】

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

Ⅰ　事前予防　いのちとこころを大切にする地域づくり

１　自殺の実態を明らかにする

実態解明のための調査の実施、既存資料の利活用の促進

74 自殺統計の分析および実態調査の実施等によ

る施策の検討、広報

自殺に関する各種統計（人口動態統計、警

察庁統計）の分析を行い、本市の自殺の実

態把握に努めるとともに、市民のこころの

状態を把握するために「こころの健康に関

する実態調査」を定期的に行うことで、本

市の実情に即した自殺対策を行うための基

礎情報とします。また、本市の自殺の実態

や取り組み状況については、講演会や研

修、ホームページ等を通じて広く知らせる

など市民意識の啓発を行います。

自殺に関する各種統計および、厚生労働省

の特別集計により、本市の自殺の現状につ

いての情報収集・整理を行った。結果につ

いては、自殺対策連絡会議や講演会、研修

等で周知を行った。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

効果的な自殺対策を実施するた

め、本市の自殺の現状や市民のこ

ころの健康状態を把握する必要が

ある。

引き続き、国の統計結果の分析を

行うとともに、定期的に市民のこ

ころの健康に関する調査を実施す

ることで、本市の地域特性の把握

に努める。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

情報提供等の充実

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

75 いのちとこころの情報サイト等ホームページ

の効果的な運用

こころの病の早期発見・早期対応につなが

るように、日頃からのこころの健康管理が

行えるメンタルヘルスチェックシステム

「こころの体温計」や必要な支援情報へ簡

単に辿り着ける「専用ホームページ」等イ

ンターネットを活用した情報提供・相談支

援を行います。

・専用ホームページ

 アクセス数：611,361件

※累計（H25.7～）：5,602,393件

・こころの体温計

アクセス数：73,064件

※累計 ：1,769,756件

・検索連動型広告

　広告表示数：534,515件

　クリック数：26,839件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

インターネットを通じた広報啓発

は、今後、若者を中心とする層へ

の働きかけにおいて、一層重要性

を増すものと考える。

ホームページの内容をより充実し

たものとし、SNSも活用しながら

講演会や研修等の機会ごとに、広

報啓発に努める。また、関係機関

等へのリンク先の充実を図る。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

２　心の健康づくりを進める

地域における心の健康づくり推進体制の整備

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

92 人にやさしいまちづくりの推進 誰もが住み慣れた家庭や地域で安心して快

適に生活できる「人にやさしいまち」を実

現するため、年齢や障害の有無などの違い

を相互に理解し、尊重し合う「心のバリア

フリー」を推進するための啓発事業や情報

提供を行います。

11/9（木）～12/9（土）をバリアフリー

ウィーク期間とし、様々なバリアフリーに

関する啓発事業を実施し、そのＰＲを行っ

た。

・全事業：19事業

・参加者：13,323人

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

「心のバリアフリー」を推進して

いくため、バリアフリーウィーク

のより効果的なPRを行うことで、

市民の認知度向上に取り組む必要

がある。

これまでの実施事業の内容や成果

についての検証を行いながら、人

にやさしいまちづくりを推進する

事業を行っていく。

保健福祉局総務

課

87 小地域福祉活動の推進 北九州市社会福祉協議会が取り組んでいる

「ふれあいネットワーク活動」への支援を

行うことで、地域での見守り・助け合い・

話し合いの3つの仕組みづくりに取り組ん

でいる住民主体の小地域福祉活動の充実・

強化を図ります。

基本事業である「見守り」「助け合い」

「話し合い」の仕組みづくりに取り組ん

だ。

・実施校（地）区数：155校(地)区

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

様々な生活上の福祉課題に対応す

るため、福祉協力員・ニーズ対応

チーム等の地域福祉人材の長期的

育成・確保や民生委員・児童委

員、自治会、区役所等との連携体

制の強化が必要である。

全校(地)区において多様な関係者

との連携のもと、福祉課題解決の

ための活動に取り組み、より一層

の小地域福祉活動の充実・強化を

図る。

保健福祉局地域

福祉推進課

39

86

民生委員・児童委員活動支援事業 民生委員・児童委員は、地域での声かけや

見守りなど、地域福祉活動における中心的

な役割を担っています。少子高齢化の進行

や、単身世帯の増加等の社会情勢の変化に

より、支援が必要な人が増加しており、民

生委員・児童委員への期待と負担が増加し

ています。今後も、民生委員・児童委員が

活動しやすい環境づくりに取り組み、地域

活動支援の充実を図ります。

・活動件数：246,953件

・訪問回数：288,084回

・連絡調整回数：116,293回

・活動日数：218,887日

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

地域福祉の担い手である民生委

員・児童委員の負担が増えてお

り、引き続き活動環境の整備が必

要である。区全体の相談支援体制

の強化や関連部署による情報共有

の促進等、各々の連携強化が課題

として挙げられる。また、地域の

中で候補者を見つけるための方策

の研究が求められる。

民生委員児童委員協議会への参加

等を通じて、民生委員との意見交

換をするなどして地域の実態把握

に努め、行政のサポート体制を充

実させる。今後も、福祉事務所や

社会福祉施設などと密接に協力し

ながら、地域社会の福祉の増進を

図る。

保健福祉局地域

福祉推進課

41 高齢者いきがい活動支援事業 高齢者の社会貢献や生きがいづくりを促進

するため、高齢者の参加しやすいボラン

ティア活動、生涯学習、仲間づくり情報な

どの収集や情報提供をホームページ上にて

行います。さらに、活動を希望する相談者

に個別に対応し、活動のマッチングまでを

行う仕組みづくりを進めます。

・情報収集：196件

・HP、facebook利用件数：47,752件

・活動のマッチング件数：87件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

特になし 今後も高齢者の社会貢献や生きが

いづくりを推進するため、高齢者

の参加しやすいボランティア活動

や生涯学習などの情報収集や情報

提供をホームページ上にて行う。

さらに、活動を希望する相談者に

個別に対応し、活動のマッチング

までを行う。

保健福祉局長寿

社会対策課

111 市民センターを拠点とした健康づくり事業

（地域でGO!GO!健康づくり）

市民センター等を拠点として、市民が主体

となって地域の健康課題について話し合

い、目標設定、計画づくり、実践、事業評

価を一つのサイクルとした健康づくり事業

を、まちづくり協議会が健康づくり推進員

の会、食生活改善推進員協議会と連携し、

医師会、歯科医師会、薬剤師会、栄養士

会、行政（保健師等）などの協力により行

います。

・事業実施まちづくり協議会数：137団体 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

当初の目標である、すべてのまち

づくり協議会での実施は達成でき

たことから、今後は、より地域の

課題にそった取組みを実施する必

要がある。

地域の課題にそった取組みの推進

を図っていく。

目標：地域の課題にそった取組み

を実施している団体　100%

保健福祉局健康

推進課

進捗状況表 1/19



北九州市自殺対策計画 進捗状況表　【参考】

40 高年齢者就業支援センターの運営

※令和2年度から事業名変更

① 「高年齢者就業支援センター」を拠点と

して、隣接するハローワーク戸畑と連携し

ながら中高年齢者の多様なニーズにワンス

トップで対応し、総合的に就業相談・支援

等を行い、雇用促進を図ります。

② キャリアカウンセリングコーナーにおい

て、適性診断やカウンセリング、再就職の

ために必要となる講座等を総合的に実施

し、再就職の促進を図ります。

③シルバー人材センターの運営補助を行

い、就労を通した高齢者の生きがいづくり

の促進を図ります。

高年齢者就業支援センター実績

（シティハローワーク・ウェルとばた、高

齢者能力活用センター、シルバー人材セン

ター、キャリアカウンセリングコーナーの

集計）

・延利用者数：8,125人

・延相談件数：10,405件

・就職決定者数：1,096人

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

生産年齢人口が減少していく中、

活力ある経済社会を維持していく

ためには、高齢者の就業が不可欠

である。そのため、就労にあと一

歩踏み出せない潜在するシニア人

材の掘り起こしや、その人材の受

け皿となる求人開拓を行っていく

ことが必要である。

引き続き、関係機関と連携し、効

果的・効率的なマッチングを図

り、中高年齢者の就業支援を行

う。また、シニアの多様な就労

ニーズに応えるため、ワークシェ

アリングの考え方等を企業に提案

するとともに、シニア層が働きや

すい求人を開拓することで、雇用

のミスマッチ解消を図っていく。

産業経済局雇

用・産業人材政

策課

84 障害者差別解消・共生社会推進事業

※平成30年度から事業名変更

障害のあるなしに関わらず、誰もが安心し

ていきいきと暮らすことのできる“共生のま

ちづくり”を目指すため、障害に対する理解

を深めるための啓発活動や、障害を理由と

する差別に関する相談業務等を行っていま

す。

・平成29年12月に施行された障害者差別

解消条例に基づき、相談から紛争解決まで

の一貫した体制を継続し、障害を理由とす

る差別の解消に努めた（「障害者差別解消

相談コーナー」相談件数：63件）。

・多くの市民が参加するイベントにて啓発

活動を実施した他、出前講演の実施、事業

者向け差別解消条例リーフレットの配布な

ど、積極的に周知啓発を図った。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

障害を理由とする差別の解消につ

いて市民に理解を深めてもらうた

め、広報の手法を工夫するなど、

引き続き効果的な周知啓発活動を

行う必要がある。

障害の有無に関わらず誰もが安心

して暮らすことのできる共生社会

の実現に向け、障害や障害のある

人について市民に理解と関心を深

めてもらえるよう、引き続き積極

的に周知啓発活動を行う。

保健福祉局障害

福祉企画課

多文化共生ワンストップインフォメーション

センター運営事業

※平成31年4月から事業名変更

外国人市民が安心して生活できるよう、生

活全般の情報提供・相談を多言語で一元的

に行う「北九州市多文化共生ワンストップ

インフォメーションセンター」を運営して

います。

【専門家による無料相談会】

●「入国、在留、ビザ手続きの相談会」

（県行政書士会共催）

　（相談件数：54件）

●「法律相談」（県弁護士会北九州部会共

催）

　（相談件数：16件）

●臨床心理士による「心理カウンセリン

グ」

　（相談件数：0件）

【上記を除く窓口相談】

●外国語相談員による「一般相談」

　（相談件数：960件）

・行政通訳派遣（派遣件数：159件）

・医療通訳派遣（派遣件数：11件）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

国籍・在留資格の多様化により、

相談内容は複雑化・専門化してお

り、こうした相談に即応できるノ

ウハウを蓄積し、相談員の人材育

成を続けていくことが課題であ

る。

多様化・複雑化する支援ニーズに

対応するため、相談員のスキル

アップに努めるとともに、引き続

き行政窓口や専門機関との連携を

強化し、支援体制の充実を図る。

政策局国際政策

課、(公財)北九

州国際交流協会

61 依存症・うつ病等の精神疾患に関する相談体

制の整備

薬物乱用・依存・うつ病などについての正

しい知識や接し方などの情報提供や個別相

談、同じ問題を持つ家族同士が語り合い、

わかち合う場を提供するための教室の実施

など、相談体制を整備します。

・薬物問題で悩む家族のための家族教室

　開催回数：９回　延参加者数：26名

・うつ病の家族教室

　開催回数：5回　延参加者数45名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

薬物の家族教室は、継続参加する

家族が多い一方で、新規参加者は

少なく、メンバーが固定化してき

ている。

引き続き事業を継続するととも

に、NPO法人PLANET（旧DARC）

やナラノンなど関係機関と連携し

ながら、当教室の周知に努める。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

職場におけるメンタルヘルス対策の推進

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

27 安心して働ける労働環境づくり事業 県主催の労働相談会及びセミナーの共催を

します。また、労働法の基本的な知識をＱ

＆Ａ方式でまとめた労働ハンドブックの作

成及び配布により、労働に関する知識の啓

発に取り組みます。

・県主催の労働相談会の共催　　10回

・県主催のセミナーの共催　　　  1回

・労働ハンドブック作成

　（冊子1,200部、チラシ15,000枚、

　　ポスター300部）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

労働相談の内容は深刻な悩みが多

く、気軽に相談できる場が必要と

されている。相談に至っていない

方も多数いることが想定されるた

め、引き続き啓発や相談窓口の周

知を行う必要がある。

引き続き、安心して働くことがで

きる労働環境をつくるため、市民

に身近な相談窓口の提供や、労働

ハンドブックの配布等を通じて、

労働に関する知識の啓発に取り組

む。

産業経済局雇

用・産業人材政

策課

28 勤労者のメンタルヘルス研修の充実 経済状況の悪化により倒産や失業したとき

にも、専門機関に相談することが解決の第

一歩となり、自殺に追い込まれる危険を大

幅に減らすことができます。民間事業所

や、商工会議所、地域産業保健センターと

連携し、勤労者の心の健康づくりのための

講演や広報啓発活動を行います。

福岡労働局、福岡県、福岡市、飯塚市、協

会けんぽ福岡支部等との共催で、事業主を

対象にしたメンタルヘルスに関する講演会

を開催。

・県内4会場で実施。

（北九州会場7/12開催：342名）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

職場におけるうつ病の増加や過労

死など、勤労者の自殺とも密接に

関連するため、各関係機関と連携

したメンタルヘルス対策を実施す

る必要がある。

引き続き、メンタルヘルスに関す

る講演会の実施や、勤労者向けの

広報啓発活動に努める。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

31 教職員メンタルヘルス対策事業 精神科医や産業医、保健師によるメンタル

ヘルス面談を実施し、健康相談事業につい

ては委託（委託先：（一財）本市教職員互

助会「こころの健康相談室」）していま

す。

・精神科医、産業医、保健師によるメンタ

ルヘルス面談を実施した。

　面談数：350件

・こころの健康相談を実施した。

　利用者数：189件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

こころの健康相談室の周知。 定期的に全教職員にこころの健康

相談室周知用のカードを配布し、

さらなる周知を図る。

教育委員会教職

員課
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29 北九州市職員の心の健康づくりのための計画 左記計画に基づき、メンタルヘルス対策に

おける一次予防から三次予防の全ての段階

に自殺予防の視点を入れた取り組みを実施

しています。

・インフォメ―ションを活用した相談窓口

やメンタルヘルスに関する情報提供

・イントラナビの総務局給与課掲示板の

「あなたのための健康相談室」に、こころ

とからだの質問票（うつチェック）を掲載

・管理監督者向け研修に自殺予防の内容を

取り入れ実施

・管理監督者向けマニュアルに自殺予防の

内容を取り入れ周知

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

メンタルヘルスケアに関して、

個々の職員への啓発や相談の充実

及び管理監督者が安心してライン

ケアを実践できる体制づくりが必

要。

職員研修関係部署と連携し、管理

監督者へのメンタルヘルスファー

ストエイドに関する知識・技術の

普及・習得を目指す。

総務市民局給与

課

30 市職員のメンタルヘルス研修 階層別研修において、対象の階層に応じた

メンタルヘルス研修を実施します。また、

管理監督者向けにメンタルヘルスファース

トエイド研修を実施します。

階層別研修において、メンタルヘルス研修

を、管理監督者向けにメンタルヘルス

ファーストエイド研修を実施した。

＜階層別研修　受講者＞合計：1,161人

・新規採用職員（前期）：150人

・新規採用職員（後期）：147人

・採用2年次職員：166人

・採用6年次職員：158人

・採用10年次職員：69人

・新任主査：133人

・新任係長：96人

・係長2年目：80人

・新任課長：69人

＜ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽﾌｧｰｽﾄｴｲﾄﾞ研修＞

・ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽﾌｧｰｽﾄｴｲﾄﾞ：18人

＜その他＞

・新規採用職員指導監督者研修：75人

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

対象階層に応じた効果的なメンタ

ルヘルス研修の実施。

階層別研修では、対象の階層に応

じて、一次予防（心の健康保持増

進）、二次予防（心が不健康な状

態の早期発見）、三次予防（円滑

な職場への復帰と再発予防）に係

る研修を実施する。

また、係長及び課長職向けに二次

予防（不調の気づき、専門家へつ

なげるための基礎知識・対応方

法）に係るメンタルヘルスファー

ストエイド研修を実施する。

総務市民局人事

課(職員研修所)

学校における心の健康づくり推進体制の整備

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

26 自殺予防教育（生涯にわたるメンタルヘルス

の基礎）の充実

市内の全小中高校において、スクールカウ

ンセラーが教職員を対象に、児童生徒の援

助希求能力の向上を目的とした自殺予防教

育研修を行います。この研修により、教職

員のカウンセリング能力の向上を図るとと

もに、児童生徒に対する自殺予防に関する

指導の充実を図り、各学校での自殺予防に

関する授業の実施を推進します。また、保

護者などＰＴＡからの依頼により、子ども

のメンタルヘルスに関連する大人のかかわ

りについて等の研修を行います。今後、児

童生徒の自殺を防ぐだけでなく、大人に

なっても自殺に追い込まれることのない生

涯にわたるメンタルヘルスの基礎を築くこ

とを目的に、児童生徒の実態や発達段階に

応じた教材、指導方法等について研究を行

います。

・市内の全幼稚園・小・中・特別支援学

校・高等学校等の教職員を対象に、スクー

ルカウンセラーによる自殺予防教育研修を

実施し、この研修を踏まえ各学校において

自殺予防に関する授業を行った。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

・子どもたちのSOSを出す力を育

成するため、スクールカウンセ

ラーと教員が連携しながら指導内

容の一層の充実を図る必要があ

る。

・また、子どもたちが悩みを抱え

たときに気軽に相談できる環境を

整える必要がある。

・平成30年度よりすべての小学校

6年生及び中学校2年生を対象とし

てスクールカウンセラーと教員が

一緒に授業を行い、指導の充実を

図っている。

・また、子どもたちにスクールカ

ウンセラーの存在を身近に感じて

もらい、相談しやすい環境を整え

るためスクールカウンセラーによ

る小学校５年生の全員面接を実施

する。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター、教育委員

会生徒指導課

13 いじめ対策の充実 いじめは、児童生徒にかかわる最重要課題

の一つであることから、早期発見・早期解

決や社会性の育成を含む多様な支援を行う

ことで問題解決に取り組みます。

いじめの問題に係る各種取り組みの実施に

より、いじめの状況把握、分析及び調査研

究並びに関係機関やスクールカウンセ

ラー、スクールソーシャルワーカー等との

連携等により、いじめの問題の解決を図り

ます。

・北九州市いじめ防止基本方針を令和５年

3月に改定しいじめ対策の充実を図った。

・学期に一回以上のアンケートや9月のい

じめ防止強化月間における取組により、早

期発見・早期解決に取り組むことができた

(令和５年度いじめの認知件数：892件)。

・北九州子どもつながりプログラムでコ

ミュニケーション能力を高める指導や、児

童生徒が主体となった「中学校区ミーティ

ング」の開催の取組を実施し、未然防止に

努めた。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

・児童生徒のスマートフォンの所

持率が年々増加しており、SNS上

のいじめの問題等が懸念される。

・いじめの予防教育にあたって弁

護士との連携・活用の在り方につ

いて検討する必要がある。

・いじめの認知当月から少なくと

も3か月の見守りと支援を行う。期

間中は児童生徒の様子を注視した

り面談等を行ったりすることで、

再発を防止する。

・いじめミーティングにおいて

「いじめ防止の取組」や「ゲーム

やＳＮＳの適正な使用について」

を全市統一のテーマとして、児童

生徒同士で話し合う等、児童生徒

の人権意識の向上を図る。

教育委員会生徒

指導課

15

105

スクールカウンセラー活用事業 不登校やいじめ等の児童生徒及び保護者へ

の対応のため、臨床心理士等をスクールカ

ウンセラーとして、すべての中学校に配置

及び小学校への派遣を行い、小中学校等に

おけるカウンセリング等の機能の充実を図

ることで、生徒指導上の諸問題の未然防

止・早期対応を図ります。また、自殺を含

め、児童生徒への緊急支援が必要な場合

に、スクールカウンセラーが個別に心のケ

アを行います。

・スクールカウンセラーを全中学校62校へ

配置し、全小学校へ派遣した。

（配置人員６７名、うち月額SC８名）

・児童生徒への教育に資するため、全小中

学校の教職員に対し、スクールカウンセ

ラーによる「メンタルヘルス研修」を実施

した。

・小学校６年生中学校２年生を対象に担任

とスクールカウンセラーのT・T体制で「生

涯にわたるメンタルヘルスの基礎（自殺予

防教育）」を実施した。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

生徒指導上の諸問題について未然

防止・早期対応を図るため、児童

生徒がスクールカウンセラーに相

談しやすい環境を整える必要があ

る。

・引き続き、スクールカウンセ

ラーによる小学校5年生全員面接や

小学校6年生及び中学校2年生を対

象とした自殺予防教育を実施する

等、生徒指導上の諸課題の未然防

止・早期対応に注力する。

・スクールカウンセラーと連携し

た校内研修を通して、教員のカウ

ンセリング能力の向上による学校

の相談体制の充実を図る。

教育委員会生徒

指導課
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14

104

スクールソーシャルワーカー活用事業 不登校やいじめ、虐待などの課題等の解消

のため、スクールソーシャルワーカーを教

育委員会に配置し、児童生徒への働きかけ

とともに家庭環境への働きかけにより支援

活動に取り組みます。

・スクールソーシャルワーカーを教育委員

会に配置し、児童生徒が抱える様々な課題

の解決を図った。

・配置人数　令和５年度１９名

・支援対象者数　令和５年度６０８名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

・生徒指導上の諸課題について、

必要に応じて早期に家庭への働き

かけを行ったり、関係機関と連携

したりすることができるようス

クールソーシャルワーカーの人材

確保や体制の充実を図る必要があ

る。

・スクールソーシャルワーカーの

人材育成を図っていく必要があ

る。

・スクールソーシャルワーカーの

学校への配置（配置型）を進める

など、体制の充実を図る必要があ

る。

・平成３０年度から導入している

リーダー制を充実させるために

リーダーの育成と効果的な活用、

またスクールソーシャルワーカー

の人材確保や育成に取り組む。

教育委員会生徒

指導課

大規模災害における被災者の心のケア、生活再建等の推進

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

災害・事故時こころのケア対策事業 災害や衝撃度の高い事故発生時における被

災者に対する相談体制の整備、ひいてはこ

ころの健康危機管理についてのシステム構

築を目指し、災害・事故時のこころのケア

についての理解を広める。研修の開催や広

報及び配布、関係者連絡会儀の開催を行い

ます。

・災害・事故時のこころのケア対策関係職

員研修（一般職員向け）12月1日開催：20

名参加

・災害・事故時のこころのｹｱ対策技術取得

研修（専門研修）1月31日実施：38名参加

・北九州市立大学防災科目「地域防災への

招待」1コマ「災害時のこころのケア」の

講義

・西南女学院大学「災害看護学」1コマ

「災害時に生じる心理的な特徴と支援活

動」の講義

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

今後も継続して「災害・事故時こ

ころのケア」に対する研修等を実

施し、関係者がこころのケアにつ

いて知識、理解を深め、対応でき

る力を身につけておく必要があ

る。

今後も継続して「災害・事故時こ

ころのケア」に対する研修等を実

施し、関係者等が平時からこころ

のケアについて知識、理解を深

め、対応できる力を身につけてお

く必要がある。

災害時の支援や派遣体制につい

て、関係者間のネットワーク構築

を行っておく必要がある。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

119 重層的支援体制整備事業 重層的支援体制整備事業は、複雑化・複合

化する地域住民のニーズに対応し、「包括

的な相談支援」、「参加支援」、「地域づ

くりに向けた支援」を柱として、「多機関

協働による支援」や「アウトリーチ等を通

じた継続的支援」を強化し、これらの一体

的な実施を目指すものです。本市において

は、包括的な相談支援体制の基盤である

「いのちをつなぐネットワーク担当係長」

を多機関協働として位置付けたり、新たな

機能である「アウトリーチ等を通じた継続

的支援事業」や「参加支援事業」をモデル

的に導入するなど、その効果や課題の検討

を行った上で、本格的実施を推進していき

ます。

●実施区：門司区・八幡東区

●支援ケース：9件

●支援会議・重層的支援会議開催回数：18

回

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

関係機関が多岐にわたることか

ら、関係者間で顔の見える関係性

を構築するとともに、重層的支援

体制整備事業に対する理解を深

め、認識の共有をしていくことが

重要となる。

令和７年度の本実施に向け、区役

所や関係機関などと体制構築につ

いて検討を進める。

保健福祉局地域

福祉推進課

３　市民一人ひとりの気づきと見守りを促す

自殺予防週間と自殺予防強化月間の実施

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

76 自殺予防週間・自殺対策強化月間における啓

発

自殺予防週間・自殺対策強化月間における

集中的な啓発事業等を実施することで、市

民に自殺や精神疾患についての正しい知識

を普及啓発し、これらに対する偏見をなく

していくとともに、命の大切さや自殺の危

険を示すサイン、また危険に気づいたとき

の対応方法等について市民の理解の促進を

図ります。

・パネル展・リーフレット配布

　市庁舎1階 5、9、3月

・ポスター送付

　各区図書館、生涯学習センター、

　市民センター、北九州パレス、ハロー

ワーク　9、3月

・特設コーナー設置

各区図書館：9月、3月

北九州パレス：9月

・夜間ライトアップ

小倉駅、黒崎駅周辺　9月、3月

・行政広告

各区役所　9月、3月

・市内大学等への啓発依頼

チラシ送付　9月

　JR駅北九州管内

　9/10～9/16、3/1～3/3１(18箇所)

　北九州モノレール駅

　9/12～10/1(9箇所)

　3/1～3/31(9箇所)

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

令和2年に実施したこころの健康に

関する実態調査において、精神疾

患は誰もがかかりうる病気だと

「思う」と回答した市民は、

75.8％であること等、本市は、依

然、偏見が根強く残っている地域

であるといえる。

自殺予防週間・自殺対策強化月間

に事業を集中的に行い、報道機関

への情報提供を実施する等によっ

て、より効果的なものとなるよう

努めていく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

児童生徒の自殺予防に資する教育の実施

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

26 自殺予防教育（生涯にわたるメンタルヘルス

の基礎）の充実

再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター、教育委員

会生徒指導課
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16 人権教育推進事業 生命の大切さを学び、自尊感情や他の人と

よりよく生きようとする意識、集団生活で

の規範を尊重し、義務や責任を果たす態度

など生きる力を育む教育活動を推進しま

す。

・本市作成の人権教育教材集「新版　いの

ち」を活用した授業を全校で実施した。

・「北九州子どもつながりプログラム」を

活用した授業を全校で実施した。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

子どもの自主性を尊重しながら人

権教育を進める指導方法や教材の

改善・充実を進めていく必要があ

る。

教職員が人権尊重の理念について

十分な認識と感性を身に付けるこ

とができるよう、研修を充実さ

せ、実践的な指導力の向上を図る

ことで、人権教育の充実をさせ

る。

教育委員会生徒

指導課

17 心の教育推進事業 伝統文化や異年齢・地域交流など豊かな体

験を通して、児童生徒が自己の生き方につ

いての考えを深める道徳教育を教育活動全

般を通じて推進します。また、郷土の先人

や歴史などを通して郷土への愛着を深めま

す。さらに、子どもの自尊感情を高めると

ともに、基本的生活習慣の定着を図るた

め、学校、家庭、地域を挙げたあいさつ運

動を推進します。

・各学校において、「北九州道徳郷土資

料」「新版いのち」等を活用した道徳授業

を行う。

・芸術鑑賞教室や伝統文化体験事業など文

化芸術活動を通して豊かな情操を養う。

・自殺予防教育の下地づくりとなる「特別

の教科　道徳」の確実な実施が行えるよう

「北九州スタンダードカリキュラム」の活

用を促した。

  

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

道徳科の授業実施が、教科書を主

たる教材としたものとなっている

ので、本市作成教材の「北九州道

徳郷土資料」「新版いのち」を教

科書と合わせて意図的・計画的に

使用していく必要がある。

自殺予防教育の下地づくりとなる

道徳科授業は、今後もスクールカ

ウンセラーと連携を密にして進め

ていく必要がある。

発達段階や連続性・一貫性を考え

た幼稚園での豊かな体験や小中学

校での伝統文化に親しむ体験活動

などに取り組み、道徳教育の充実

を図る。

自殺予防教育の下地づくりとなる

「特別の教科　道徳」（道徳科）

の確実な実施と価値ある体験や活

動を生かした道徳科の時間を充実

させる。

教育委員会学校

教育課、生徒指

導課

80 市民への人権啓発の推進 「人権文化のまちづくり」の実現に向け

て、幅広い年齢層の市民を対象に、様々な

機会を通じて、人権啓発を推進します。

・人権啓発ラジオ番組「明日への伝言板」

の制作放送　　R5.11～R6.2放送　全20作

・人権週間記念講演会の開催

　　R5.12.3　GENKING.

　　　テーマ　性的マイノリティ

　　R５.12.８　近藤サト

　　　テーマ　女性

・ふれあいフェスタ2023　R5.11.19

　　eco実験ショー　らんま先生

　　講演会　堀ちえみ

・人権啓発情報紙「いのち　あい　ここ

ろ」制作配布

　　R5.12.1配布

　　テーマ　障害のある人、子ども、同和

問題（部落差別）、性の多様性・人権啓発

ＣＭ制作放送　　ほか

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

社会状況の変化に伴い、人権課題

が多様化しているため、全体のバ

ランスに配慮しながら、テーマを

決定する必要がある。

幅広い年齢層への啓発を推進する

ため、効果的な啓発手法を検討す

る。

様々な人権課題をテーマとした人

権啓発を推進することにより、自

殺対策に資することを目標とす

る。

保健福祉局人権

文化推進課

うつ病、アルコール依存症、薬物乱用と自殺についての普及啓発の推進

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

36

73

アルコールとうつ、自殺に関する効果的な啓

発活動の展開

アルコールとうつ、自殺に関する広報につ

いて、自助グループや依存症回復施設と連

携し、広報、啓発活動を実施します。

・自助グループのメンバー等を中心に、ア

ルコールや薬物等の依存症への理解・普及

啓発、自助グループ同士の交流等を目的と

した「セルフヘルプ・フォーラム」を開催

した。

参加者：113名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

・セルフヘルプ・フォーラム以外

でも、様々な機会を捉え、普及啓

発に努める必要がある。

地域住民や民間事業所を対象とし

た健康教育の機会には、アルコー

ルとうつについて、既存のパンフ

レットを用い積極的に啓発を行

う。ホームページで、アルコール

とうつについての情報提供を行

う。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

18 薬物乱用防止に向けた広報・啓発 薬物乱用防止に向けた広報・啓発などの取

り組みを、行政と関係諸機関、関係団体、

地域などと一体となって推進します。

①一般市民向け

・啓発事業として、市内中学校・高校及び

各協力団体と共に、小倉駅JAM広場にて北

九州市「ダメ。ゼッタイ。」普及運動ヤン

グ街頭キャンペーンを例年実施。ただし令

和5年度は荒天のため中止となった。

②子ども向け

・市内の小学校4年生から中学生等に、

リーフレットを配布した。64,000部

・学校の長期休業中に、啓発ＣＭを2箇所

の街頭ビジョンで放映した。放映場所：Ｊ

ＡＭ広場、ＪＲ小倉駅南口

・小倉地区及び黒崎地区の２地区で、地域

の見守り活動に取り組む団体を支援し、薬

物乱用防止教室や、パトロール、啓発活動

等を行った。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

①一般市民向け

「ダメ。ゼッタイ。」普及運動ヤ

ング街頭キャンペーンについて

は、近年の天候変動により開催が

難しくなっており、SNSの活用な

ど、より効果的な啓発方法を検討

する必要がある。

②子ども向け

全国的に見ると、インターネット

やデリバリー販売等で、青少年が

覚せい剤や大麻などを入手する新

たな薬物乱用の事案が発生してい

る。

今後も様々な機会を捉え、効果的

に薬物乱用の啓発を行うことが必

要である。

①一般市民向け

若年層への効果的な啓発方法

（SNSやデジタルサイネージ等）

を検討する。

②子ども向け

リーフレット等を配布するなど、

子どもたちだけではなく、保護者

や地域に対しても、広く啓発を実

施する。

保健福祉局医務

薬務課、子ども

家庭局こども若

者成育課

19 学校における薬物乱用防止教育の実施 市立小学校高学年、中学校、高等学校にお

いて、各教科をはじめ、道徳、特別活動、

総合的な学習の時間に薬物乱用防止教育を

実施しています。また、各学校において、

毎年、外部の専門家を招聘するなどして、

薬物乱用防止教室を開催しています。

・シンナー等乱用少年検挙数：令和５年度

0名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

違法ドラッグ（脱法ドラッグ）は

簡単に入手できる危険性があり、

継続して啓発に取組む必要があ

る。また、県内で大麻所持等によ

る検挙数が増えていることから、

啓発を行う必要がある。

今後も、県警や保健福祉局等の関

係機関との連携を図り、福岡県警

や市民文化スポーツ局安全安心推

進課が作成した動画等を各学校で

効果的に活用しながら、安易に薬

物に手を出させないための啓発活

動や薬物乱用防止学習を若年層の

うちから進めていく。

教育委員会生徒

指導課

進捗状況表 5/19



北九州市自殺対策計画 進捗状況表　【参考】

自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識の普及

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

77 自殺対策事業啓発講演会 自殺対策に関する市民の理解を広げるた

め、様々なテーマを取り上げた講演会を開

催しています。

－ f:事業見直し 自殺対策について、市民に広く理

解を進める必要がある。そのた

め、市民の関心が高く、かつ、

知ってもらいたいテーマを検討す

るとともに、広報を充実する必要

がある。

自殺に対する偏見の除去や地域に

対する人々の信頼感を増加させる

ことのできる機会とする。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

80 市民への人権啓発の推進 再掲 － － － － 保健福祉局人権

文化推進課

83 やさしい精神保健福祉講座

※平成29年度から事業名変更

精神障害者の社会復帰、社会参加、精神障

害・疾患に対する一般市民の理解を促進す

るための講座を開催します。

・開催回数：1回（3月24日開催）

・参加者：24名

・テーマ：「うつ病について知ろう」

・会場：総合保健福祉センター内

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

参加者は一般市民、当事者、家

族、支援者まで幅広い。令和5年度

は前年度のアンケート結果を踏ま

え「うつ病」にテーマを絞った。

今後も市民の関心のあるテーマを

選定し、精神障害、疾患に対する

市民の理解を促進するための講座

を実施する。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

81 ストレスケア出前講演 ストレス対応力を高め、心の健康を保つた

めの出前講演を行います。

・開催回数：20回

・参加者：1,011名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

職場や家庭等の人間関係の問題に

より、メンタル不調となり、自殺

に追い込まれることがある。

セルフケアの方法を一般市民に周

知する機会である。受講者の理解

に合わせ、ワークを実施するな

ど、分かりやすく工夫を行い実施

していく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

112 ゲートキーパーの地域での広がり 病院や施設、学校、企業等の自殺対策の担

当者等の支援者を対象にした、自殺予防の

考え方や初期対応の方法（メンタルヘル

ス・ファーストエイド研修プログラムや各

種自殺予防に関する研修会等）についての

研修を行います。また、民生委員・児童委

員や自治会長、市民センター職員、ボラン

ティア等を対象にしたゲートキーパー研修

を行うことで、地域の自殺予防の取り組み

のなかで期待される役割を担っていけるよ

う支援していきます。

・開催回数：80回

・養成人数：4,057名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自殺に関する正しい知識を持ち、

困っている人を専門家へ繋ぐこと

ができるゲートキーパーを養成す

ることで、地域に自殺予防の取り

組みを波及させていく必要があ

る。

研修受講の対象が、一般の地域住

民である場合は、自殺に関する正

しい理解を得ることに重点を置

き、専門職の場合は、実践的な内

容とする等、研修の受講対象の支

援のレベルに合わせた内容の研修

を実施する。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

75 いのちとこころの情報サイトホームページの

効果的な運用

再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

78 自殺やメンタルヘルスに関する啓発の充実 自殺やメンタルヘルスに関する正しい知識

を普及するため、パンフレット等を作成し

ています。自殺に対する偏見の除去や精神

疾患に対する理解の増進、様々な相談窓口

の周知を幅広く行うため、自殺対策連絡会

議の構成団体等をはじめとした関係機関・

団体との連携を強化した広報・啓発を行い

ます。

・「ウーマンワークカフェ」北九州や「若

者ワークプラザ」等の関係機関へのチラシ

設置

・女性や若者の支援者を対象としたゲート

キーパー研修の開催

・女性や若者を対象とした広報物の作成

・SNSを活用した広報の検討

・こころの相談窓口の開設

・ホームページへこころのケアに関する

ページを公開

・パンフレット、リーフレット交付申込

医療機関、法人、市民センター等(窓口配

布、講座使用分含む)　計10,332部、

・すこやかハート（各戸配布）

8月15日号（いのちの電話相談員募集）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

昨今の、新型コロナウイルス感染

症拡大の影響による、こころの不

調に関する対応の周知や、相談窓

口の広報。また、自殺やメンタル

ヘルスに関する正しい理解を図る

ことができるツールのひとつとし

て、効果的な活用が期待される。

様々なこころの不調に対応し、広

く市民に理解を深めることのでき

る広報・啓発物等の資料作成や研

修・講演会の開催、SNS等を活用

し、幅広い周知に努める。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

72 高校生への飲酒の弊害等についての周知・啓

発

高校の養護教諭等を対象に、飲酒の弊害等

についての周知を行います。また、養護教

諭が教諭や生徒などへ研修等を行う際に使

用する啓発グッズやリーフレット類等の配

布に協力します。

・自殺予防シンポジウムがオンライン開催

になったことにより、効果的な啓発ができ

なかった。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

啓発できた高校が少なかった。 引き続き、高校の養護教諭等を対

象に、啓発に努める。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター
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北九州市自殺対策計画 進捗状況表　【参考】

携帯電話やインターネットに潜む危険性に関

する青少年の健全育成のための啓発

メディア被害の防止に向け、携帯電話やス

マートフォンの安易な使用による危険性を

啓発するためのリーフレットを作成し、小

学4年生から中学生等の本人及び保護者を

対象に配布する他、教職員に対してネット

トラブルに関する対応力向上のための研修

を行います。

また、PTA協議会や学校と連携して児童生

徒のスマートフォンやインターネットの利

用についての実態を調査し、保護者に向け

たリーフレットを配布することで啓発を行

います。

・市内の小学校4年生から中学生等に、

リーフレットを配布した。

　部数：64,000枚

・学校の長期休業中に、啓発CMを２箇所

の街頭ビジョンで放映した。

　放映場所：JAM広場、JR小倉駅南口

・全小学校教職員を対象にネットトラブル

に関する研修会を実施した。（小中教職員

に対し隔年実施）

・市立学校の保護者に向け、インターネッ

トの適切な利用に関するリーフレットを配

布した。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

・今後も様々な機会を捉え、効果

的にインターネットに潜む危険性

の啓発を行うことが必要である。

・児童生徒のスマートフォンの所

持率が年々増加し、ＳＮＳ上のい

じめ等のトラブルが懸念される。

・小学校高学年～中学生等に対し

リーフレットを配布し、危険性を

訴えていくとともに、地域の育成

会等を通じて、広く啓発を実施す

る。

・警察や教育関係者、青少年育成

団体や携帯電話事業者等で構成さ

れるメディア・リテラシー向上推

進会議において、官民挙げての実

効性のある取り組みについて協

議、検討を行う。

・児童生徒のスマートフォン等の

利用実態について調査分析すると

ともに、ＰＴＡと連携しながら、

スマートフォンやインターネット

の適切な利用について効果的な啓

発に取り組む。

子ども家庭局こ

ども若者成育

課、教育委員会

生徒指導課

Ⅱ　危機対応　いのちを救うための社会環境の整備
１　早期対応の中心的役割を果たす人材（ゲートキーパー）を養成する

かかりつけの医師等のうつ病等の精神疾患の診断・治療技術の向上

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

49

69

かかりつけ医こころの健康対応力向上研修 自殺との関連性が指摘されるうつ病は、身

体症状にも現れることが多いことから、内

科等のかかりつけ医を受診することが多い

といわれています。そのため、かかりつけ

医に適切なうつ病等精神疾患に関する診療

の知識・技術及び精神科等の専門の医師と

の連携方法等の研修を実施することで、う

つ病等精神疾患の早期発見・早期治療を図

ります。

・開催回数：1回（11/９）

・参加者：65名

　※市医師会と共催

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

アルコール依存やうつ病の症状が

ある人が最初に受診をするのはか

かりつけ医であることが多い。ま

た、職場のメンタルヘルスの課題

も大きい。

引き続き、かかりつけ医だけでな

く、産業医を対象として、うつ病

等精神疾患に関する研修を実施

し、精神疾患の早期発見・早期治

療につなげる。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

教職員に対する普及啓発等の実施

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

26 自殺予防教育（生涯にわたるメンタルヘルス

の基礎）の充実

再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター、教育委員

会生徒指導課

地域保健スタッフや産業保健スタッフの資質の向上

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

28 勤労者のメンタルヘルス研修の充実 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

71 精神保健福祉基礎・実務者研修 精神障害者の支援者を対象に、障害者の地

域生活を支援するケアマネジメントや自殺

予防等の基本的な考え方やその過程（流

れ）を学び、相談支援技術の向上を目的と

します。

・開催回数：2回

・申込者数：延べ92名

　　基礎研修（５/30）46名

　　実務者研修（２/16）46名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

新任者向けの「基礎研修」を受講

した後に、実務者研修を受講する

構造である。受講者のニーズに合

わせた研修の企画を行う必要があ

る。

今後も継続して、支援者に向けた

研修を実施し、スキルアップの向

上を図る。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

介護支援専門員等に対する研修の実施

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

48 介護支援専門員への研修機会の創出 介護サービス従事者研修や各区の地域包括

支援センターが実施する研修等の機会を捉

え、介護支援専門員等の介護サービス従事

者に対し、在宅で介護を受けている高齢者

やその家族の心の状態や専門機関の情報等

についての研修を行います。

・介護サービス従事者研修

　開催回数：50回

　受講者数：1,621人

・ケアマネジメント研修

　開催回数：7区27回開催

　参加人数：1,393人

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

区の実情に応じて心に関する内容

を設定して研修を実施している状

況である。

高齢者の自殺予防や高齢者とその

家族の心の健康づくり等の目的を

統一し、より多くの参加を目指

し、更なるケアマネジメントのス

キルアップに努める。

本研修において、在宅で介護を受

けている高齢者やその家族の心の

状態等の内容を取り入れている。

引き続きケアマネジメント研修に

心に関する内容を取り入れ、介護

支援専門員等に周知し、高齢者や

その家族の心のリスクに気付き対

応できる、また心の健康づくりの

スキルアップにも努める。

保健福祉局地域

福祉推進課、介

護保険課、精神

保健福祉セン

ター
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46 地域包括支援センター運営事業 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を

継続できるよう、通いの場等を随時巡回す

る等、相談窓口としての周知をより一層図

るとともに、高齢者や家族、関係者などか

らの、保健・医療・福祉や権利擁護に関す

る幅広い相談に応じます。相談は、電話だ

けでなく自宅を訪問するなど迅速に対応す

るとともに、「8050問題」や「ダブルケ

ア」などの家族介護のアセスメントや地域

ケア会議の開催などを通じて、適正にケア

マネジメントを実施します。また、関係機

関や地域団体、区役所などと適切に連携

し、多くの専門職やNPOやボランティアに

よる支援にも結びつけ、地域包括ケアシス

テム構築を中心となって推進します。

・地域包括支援ｾﾝﾀｰ相談件数：221,996件

・地域における啓発活動：53,972人

・高齢者いきいき相談：85回

・まちかど介護相談室：57箇所

・地域ケア会議：622回

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

令和５年度は、コロナウィルス５

類への移行の動きもあり、地域に

おける啓発活動の件数は前年度よ

り増加している。一方で、相談件

数は昨年度に比べ4千件減少してい

るものの依然として22万件を超す

相談に対応している。また、地域

包括支援センターの受付時間外(土

曜日や日曜日等)でも相談者が気軽

に立ち寄れる介護等の相談窓口と

して、公益社団法人北九州高齢者

福祉事業協会の会員施設のうち57

か所に「まちかど介護相談室」を

設置している。相談件数は、平成

30年12月の設置以降、年々増加し

ており、引き続き相談体制の充実

に努める。

高齢者のための総合相談窓口である

地域包括支援センターは、高齢者自

身のことだけではなく、介護者の相

談窓口でもあるが、このことが十分

に周知されていない。介護への不安

を感じている方や介護と仕事の両立

に不安を抱える方に対し、情報提供

を行い支援を行うには、地域包括支

援センターの周知が必要不可欠であ

るが、介護者の年齢層が幅広いこと

から、効果的な周知方法を検討する

必要がある。引き続き、子ども家庭

局や産業経済局等の他局とも連携を

図りながら、PR活動を強化し、早期

に適切な支援につなげていく。併せ

て、「まちかど介護相談室」(土・

日・祝日対応している施設あり)の

PRも行う。

保健福祉局地域

福祉推進課

民生委員・児童委員等への研修の実施

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

82 自殺対策出前講座 自殺対策に関する理解を広げるため、各種

団体等からの要望により出前講座を開催し

ています。

・開催回数：54回

・参加者：2,819名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自殺に関する正しい知識の啓発を

進め、地域における自殺予防の取

り組みへと繋げていく必要があ

る。

団体の要望にあわせながら、自殺

対策についての理解を深めること

ができるよう効果的な講座を実施

していく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

77 自殺対策事業啓発講演会 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

連携調整を担う人材の養成の充実

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

108 地域の保健福祉関係職員への研修 心の健康づくりについての理解を深め、相

談窓口の相互理解や協働を図るため、関係

職員向けの研修を行います。

・開催回数：6回

・参加者数：528名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

心の健康づくりについて、市職員

の理解を図ることで市民サービス

の向上を図る必要がある。

新たに福祉の職場に異動した職員

への研修を継続して実施してい

く。

保健福祉局地域

福祉推進課、保

護課、障害者支

援課、精神保健

福祉センター

社会的要因に関連する相談員の資質の向上

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

28 勤労者のメンタルヘルス研修の充実 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

研修資材の開発等

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

78 自殺やメンタルヘルスに関する啓発の充実 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

75 いのちとこころの情報サイトホームページの

効果的な運用

再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

自殺対策従事者への心のケアの推進

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

51 自殺未遂者に関る支援者のための研修 救急病院や消防、精神科病院、かかりつけ

医など、自殺未遂に関る支援者それぞれの

ニーズをふまえたテーマ（精神疾患の特徴

や自殺危険因子とその評価方法や、適切な

対応方法、PEECなど）に沿う実践的な研

修を行うことで、支援者の資質の向上を図

ります。

・開催回数：3回

・参加者：107名

　　若者編支援者：7/14開催　65名

　　高齢者支援者：11/17開催　27名

　　消防局職員：10/2開催　15名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自殺未遂者は、自殺のハイリスク

群であるため、支援者には、より

実践的で高度なスキルが求められ

る。

研修参加者の属性に対して、より

現場の実情に沿った内容の研修を

行っていく。さらに、広報につい

て見直しを行い、周知徹底を図っ

ていく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

110 自殺に関する支援者への技術とこころの支援 精神保健福祉センターの技術支援の一環と

して、自殺に関する統計情報等の提供や支

援者への研修・困難事例や自死後のケアの

相談等に応じます。

・支援者向け研修

　開催回数：33回

　参加者：1,337名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

支援者は、時には相談者を助ける

ことが出来ないこともあるなど強

いストレスにさらされることも多

く、自らの健康を損なうおそれも

あるため、支援が必要である。

引き続き、支援者向けの研修や支

援の充実を図っていく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

様々な分野でのゲートキーパーの養成の促進

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

25

59

若者の自殺予防、自殺未遂者対応のための支

援者研修

若者に特有の複雑な自殺心理とその対応方

法について、支援者の理解を図るとともに

資質の向上を目的とした研修を行います。

また、希望する私立高校、大学において、

ストレスの対処法やSOSの出し方など、こ

ころの健康づくりのための出前講座等を行

います。

・開催回数：14回

・参加者数：720名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

若年層の自殺の状況は深刻であ

り、自殺者のうち未遂歴があるも

のの割合も高いため、引き続き重

点的な取り組みが必要である

若者という属性を切り口として、

より実践的な支援者研修を継続し

て実施していく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター
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83 やさしい精神保健福祉講座

※平成29年度から事業名変更

再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

薬物乱用・依存関連問題専門研修 薬物等の乱用・依存関連問題に関わる支援

者を対象に、依存症に関する知識や支援手

法を取得するための研修会を開催します。

・開催回数：2回

・参加者：224名

　　５/20開催:59名（対面）

　　1/24開催：165名（オンライン）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

参加者のアンケート結果や情勢な

どからニーズを考慮しつつ、テー

マを検討する必要がある。

依存症関連問題に対応するため、

依存症に対する基本的な知識を抑

えつつ、支援者のニーズに添った

研修内容を検討していく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

112 ゲートキーパーの地域での広がり 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

82 自殺対策出前講座 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

70 こころの健康およびアルコール依存症対応力

向上研修

かかりつけ医や精神科医療機関関係者、職

場のメンタルヘルスに関わる専門職を対象

に、うつ病とアルコール依存症の正しい知

識と対応方法の研修を行います。

・開催回数　1回（11/9）

　参加者　65名

　※市医師会と共催

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

アルコール依存やうつ病の症状が

ある人が最初に受診をするのはか

かりつけ医であることが多い。ま

た、職場のメンタルヘルスの課題

も大きい。

医師会と調整の上、計画・実施す

る。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

114 がん患者・家族への支援 がん患者を必要に応じ専門的、精神心理的

なケアにつなぐ支援をする「がん相談支援

センター」等について、福岡県や各団体と

の連携により周知に努めます。また、かか

りつけ医等を対象とした自殺対策研修の一

環として、がん医療における告知をはじめ

とした患者とのコミュニケーションの取り

方や、患者及び家族の精神症状に対するケ

ア等への理解について、内容の充実に取り

組みます。

さらに、アピアランスケアや小児・ＡＹＡ

世代のターミナルケアを進め、患者や家族

の負担を軽減し、療養生活の質の向上を図

ります。

「がん相談支援センター」市政だより（令

和5年4月15日号）に紹介記事を掲載

「若年がん患者在宅療養生活支援事業」・

助成件数：1件

・チラシ配布：1,000枚

がん患者医療用ウィッグ等購入費助成事

業」・助成件数：521件

・配布（チラシ：1,000枚、申請書類：

600部）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

がん発覚による精神的なショック

によるうつ病等発症の問題もある

ことから、市ホームページ等を通

じて、がん相談支援に関する情報

について、より一層の充実を図

る。

また、「がん患者医療用ウィッグ

等購入費助成事業」や「若年がん

患者在宅療養生活支援事業」等の

がん患者支援事業の周知を進め

る。

今後も、「がん相談支援セン

ター」と、より一層の連携強化を

図り、その周知に取り組んでい

く。

また、北九州市医師会等の関係機

関と連携して、患者や医療機関等

へ「がん患者医療用ウィッグ等購

入費助成事業」や「若年がん患者

在宅療養生活支援事業」等のがん

患者支援事業の周知を図る。

保健福祉局難病

相談支援セン

ター、精神保健

福祉センター

２　社会的な取り組みで自殺を防ぐ

地域における相談体制の充実と支援策、相談窓口情報等の分かりやすい発信

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

79 自殺対策パンフレットの作成 自殺対策に必要な知識や相談窓口情報等を

記載したパンフレット等を作成し、市民や

関係者への周知を行っています。また、関

連資料等は、いのちとこころの情報サイト

に掲載しており、ダウンロードすることが

できます。

・6種　17,500部作成 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

市民が自らのこころの健康を維

持・向上させ、地域全体で自殺予

防に取り組むためには、自殺に対

する正しい知識を学び偏見の除去

や専門家の相談先等を広報する必

要がある。

より多くの市民や関係者が利用で

きるため、よりアクセスしやすい

方法として、各団体等へ利用申請

書の利用を広報していく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

56 自殺予防こころの相談電話 自殺予防を目的に、臨床心理士等が様々な

悩みを傾聴するとともに、必要に応じて助

言・情報提供を行います。

・対応件数：3,166件 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

誰にも悩みを打ち明けられずに自

殺へと追い込まれてしまう方達の

話を傾聴等することで、自殺予防

を図る。

相談件数は増加傾向にある。今後

も一件一件の電話に丁寧に対応し

ていくことで、一人でも多くの方

の自殺を予防する。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

75 いのちとこころの情報サイトホームページの

効果的な運用

再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

57

98

社会福祉法人 北九州いのちの電話への補助事

業

社会福祉団体等補助事業で「社会福祉法人

北九州いのちの電話」に運営活動費補助金

を交付しています。また、市政だより(すこ

やかハ－ト)にボランティア電話相談員の募

集に関する記事を掲載し、ＰＲに努めてい

ます。

・令和5年度補助交付額　5,000千円

※市政だより（令和 4年 7月15日号）に電

話相談員募集関連記事を掲載

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

ボランティア電話相談員が減少傾

向にあり、新たな相談員の確保と

養成が課題となっている。

引き続き、運営活動費補助金の交

付をするとともに、市政だよりを

活用したボランティア電話相談員

の募集を行う。

保健福祉局総務

課、精神保健福

祉センター

54 夜間・休日精神医療相談事業 夜間・休日の精神疾患急変時等に、精神障

害者や家族等の不安軽減のための相談や、

必要に応じて適切に医療等につなげるため

の電話相談窓口を設置しています。

・相談件数：1,695件 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

1件の相談に要する時間が想定でき

ないため、電話が繋がりにくい場

合がある。

引き続き、事業を継続実施し、相

談者のニーズに応えるとともに、

直ちに受診を希望する相談者に対

しては、応急入院指定病院や常時

対応型病院と連携して対応する。

保健福祉局精神

保健・地域移行

推進課

11 「２４時間子ども相談ホットライン」事業 いじめ・不登校等子どもの不安や悩み、保

護者の子育てに関する悩み、児童虐待の緊

急対応など、24時間体制で電話相談を受け

付けます。

・電話相談対応件数：4,288件

・24時間子ども相談ホットライン相談員電

話対応専門研修：3回実施。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

現状のまま24時間・365日体制で

適切な電話対応を継続することが

必要。

引き続き、電話相談員のスキル

アップに努める。

子ども家庭局子

ども総合セン

ター
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9 子ども・家庭相談コーナー運営事業 区役所の子ども・家庭相談コーナーで、子

どもと家庭に関するあらゆる相談に応じ、

それぞれの内容に応じた支援・対応を行

い、相談者の不安や負担感の軽減を図る。

子どもと家庭に関するあらゆる相談に応

じ、関係機関と連携し、それぞれの内容に

応じた支援・対応を行い、相談者の不安や

負担感の軽減を図った。

・相談件数：79,754件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

子どもと家庭に関する相談内容は

複雑・多様化している。

本市及び関係機関が実施する研修

に参加し、相談員の資質の向上を

図ることで、相談者に対して適切

かつきめ細かに対応する。

子ども家庭局子

育て支援課

55

63

精神保健福祉相談 イライラする、眠れない、ストレスが溜ま

るなどこころの健康や、酒害（アルコー

ル）、老人性認知症などに関する問題を抱

える本人や家族に対して、各区役所におい

て精神科医や相談員等が相談に応じます。

・各区役所での随時相談：延べ14,391件

【内訳】

　面接：4,391件

　訪問：751件

　電話：9,242件

　メール: 7件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

家族や地域が果たす役割機能の脆

弱化に伴い、精神障害や8050問題

など、精神保健の問題が多様な形

で様々な世代において増加・顕在

化しており、今後も、引き続き関

係機関と連携しながら対応してい

く必要がある。

引き続き定例相談及び随時相談を

実施し、相談者のニーズに応えて

いく。

保健福祉局精神

保健・地域移行

推進課

北九州市障害者基幹相談支援センター 障害者相談支援事業を実施する「障害者基

幹相談支援センター」において、総合相談

窓口として訪問支援（アウトリーチ）を含

む相談支援を行います。

あわせて障害者虐待防止センターの機能を

持たせ、虐待に関する通報の受理や養護者

への指導・啓発などを行います。

・障害者基幹相談支援センターの相談件

数：11,210件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

障害者基幹相談支援センターの知

名度は徐々に高まっているが、さ

らに高める必要がある。

引き続き、訪問支援（アウトリー

チ）など丁寧な相談支援方法をと

ることにより、障害のある人が自

立した日常生活や社会生活を営む

ことができるようにする。

保健福祉局障害

者支援課

85

106

男女共同参画センター相談事業 男女の心の問題や生き方、ＤＶ、セクシャ

ルハラスメントなどの性別による人権侵

害、女性の人生設計の相談等についてジェ

ンダーの視点に立って相談に応じます。

本人が解決に向かう力をつけるための問題

整理や情報提供を行い、相談者が自ら決断

し行動できるようサポートします。

必要時、臨床心理士、弁護士等が専門的な

立場から相談に応じます。

こころと生き方の一般相談、性別による人

権侵害相談、弁護士による無料法律相談等

を実施した。

・年間相談件数　　3,446件

生き方や夫婦関係、DV、親子関係などの相

談に電話や面談で対応している。

（令和2年度末で東部・西部勤労婦人セン

ターを用途廃止し、令和3年度以降は、男

女共同参画センター相談事業として、門司

生涯学習センター大里分館、八幡東生涯学

習センター尾倉分館にて実施）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

本センター相談室だけでは解決で

きない問題も多く、必要に応じて

区役所保健福祉課子ども・家庭相

談コーナーや北九州市精神保健福

祉センター、人権推進センター等

を紹介している。

関係機関との日頃の連携が重要と

感じる。

今後も相談者に寄り添い、ジェン

ダーの視点に立って相談に応じ

る。

政策局

WomanWill推進

室

116 性犯罪等防止に向けた広報啓発や相談の実施 性犯罪等を防止するための広報啓発や相談

窓口の周知等、女性に対する暴力を許さな

い社会づくりに向けた取組を行います。

前年度に大学生等の意見をもとに作成した

「性的同意」がテーマの啓発チラシとポス

ターを市内大学等に配布。令和５年度は、

ヤングマガジン連載中の「ナリキンフット

ボール」とコラボしたチラシとポスターを

作成し、市内大学・公立高校のほか、市内

警察署などに配布。

・「ナリキンフットボール」チラシ・ポス

ターの配布数

ポスター：150枚

チラシ：15,000枚

相談については、福岡県・福岡市・本市で

共同設置している「性暴力被害者支援セン

ター・ふくおか」において、24時間365日

対応の相談対応や各種手続きの同行支援を

行うなど、性犯罪被害者等に寄り添った各

種施策を実施した。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

性犯罪等が起きる背景には、「女

性は男性に従うべき」「少々暴力

的な男性の方が男性らしい」と

いった誤った固定観念があり、性

犯罪等を根絶していくためにはそ

れらを取り除き、「性暴力に対

し、誰もが声をあげられる社会」

にしていくことが重要である。

今後も性犯罪等の防止に向けて、

「性暴力」、「性的同意」などの

言葉の認知度を向上し、性犯罪等

を許さない機運の醸成を図る。

現状実施している相談体制の継続

に加えて、令和3年度に作製したシ

ンボルデザインを活用し、性犯罪

被害者のうち約8割を占める

10~20代に向けた広報啓発活動を

行うなど性犯罪等の防止に向け

て、「性暴力」、「性的同意」な

どの言葉の認知度を向上し、性犯

罪等を許さない機運の醸成を図

る。

総務市民局安

全・安心推進課

多文化共生ワンストップインフォメーション

センター運営事業

※平成31年4月から事業名変更

再掲 － － － － 政策局国際政策

課、(公財)北九

州国際交流協会

47

101

いのちをつなぐネットワーク事業 “いのちをつなぐ”をキーワードに、地域に

おける既存のネットワークや見守りの仕組

みを結びつけ、セーフティネットの網の目

を細かくしていくことで、支援を必要とし

ている人が社会的に孤立することがないよ

う、市民・企業・行政の力を結集して地域

福祉ネットワークの充実・強化を図りま

す。

・会合参加数：1,413件

・相談件数：729件

・相談内容：922件（※１件の相談で複数

の相談内容有り）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

今後も「地域の課題を地域で考

え、地域で解決する」ための環境

整備を行い、自助・共助の取組み

を支援・啓発していくことが重要

である。そのために関係団体・機

関と行政の連携体制の構築・強化

と、市役所内部の連携機能の強化

が必要であると考える。

いのちをつなぐネットワーク推進

会議の開催。

協力企業・団体の拡大、連携強化

を図る 。

保健福祉局地域

福祉推進課
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102 心理ケア支援事業 各区役所保護課に臨床心理士、公認心理師

（会計年度任用職員）を配置し、生活保護

受給者に対する精神的支援（心理面からの

状況把握、カウンセリングなど）やケース

ワーカーへの技術的助言及び支援、精神保

健福祉センターとの技術的連携を行い、精

神保健福祉分野の体制強化を図ります。

・訪問面談：359件

・来所面談：584件

・カンファレンス等参加：229件

・その他：1,034件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

（公財）日本臨床心理士資格認定

協会が認定した臨床心理士の資格

または、公認心理師の資格を有す

る者を会計年度任用職員として雇

用する必要があるが、病院や児童

相談所、学校が主な職場として考

えられており、生活保護の現場は

なじみが薄いこともあり、人材確

保が非常に困難。

精神障害者、発達障害者等、心理

的支援の必要な生活保護受給者に

対して、臨床心理士・公認心理師

（会計年度任用職員）による見立

てやカウンセリングなどを通して

生活支援を行う。

保健福祉局保護

課

自死遺族の個別相談 自死遺族の方を対象に、傾聴を中心とした

個別相談の場を提供し、必要に応じて、地

域の資源・支援機関などの情報提供を行い

ながら、こころのケアを図ります。

・相談件数：7件 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自死は、遺されたご遺族の心に

後々まで大きな影響を及ぼすた

め、適切な支援へと繋ぐことが必

要である。相談者数は少なく、必

要な層に、必要な情報が届いてい

ない可能性もある。

引き続き事業を継続するととも

に、当相談窓口の周知に努める。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

22 子ども・若者応援センター「YELL」の運営 社会生活を円滑に営む上でさまざまな困難

を抱えている子ども・若者（概ね１５歳か

ら３９歳まで）や、その家族を対象に相談

に応じるほか、関係機関の紹介、必要な情

報の提供や助言等を行う相談窓口として自

立を支援しています。

・相談件数：1,738件

（うち新規相談者：121人）

　一日あたりの相談件数：12.2件

・プログラム利用者数（延べ数）：808人

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

一人ひとりの活動自立度に合わせ

た体験プログラムの充実が課題で

ある。

・ＹＥＬＬの利用だけでなく、関

係機関のプログラムを活用するな

ど、さらなる連携の強化を図る。

・中学卒業後の未進学者や、高校

等中退者などへの広報、周知を行

う。

子ども家庭局こ

ども若者成育課

38 住宅防火訪問 年齢や地域特性等をふまえ、年間を通じて

高齢者・障害者等の訪問活動を行い、防

火・防災啓発の普及を図ります。

・防火訪問件数：2,740件 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

なし 市内102隊の警防小隊が、一隊あ

たり概ね30件の防火訪問を実施す

る。（約3,060件）

消防局予防課

37 いきいき安心訪問 介護職員初任者研修を修了した消防団員が

中心となり、一人暮らし高齢者世帯等を訪

問し、防火・防災や家庭内での事故防止の

指導、簡単な身の回りのお世話を行うとと

もに、福祉に関する相談を関係機関につな

ぐなど、高齢者の安全・安心の向上を図り

ます。

・世帯訪問件数：1,702世帯

・訪問消防団員数：759人

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

戸別訪問に対する不信感を持たれ

るケースがあり、サービスの低下

が懸念される。引き続き、事前周

知を徹底するなど、関係機関と連

携し事業を進めていく必要があ

る。

引き続き、関係機関と連携し、更

なる達成率の向上を図る。（達成

目標2,464世帯）

消防局消防団課

113 性的マイノリティの支援体制の構築 自殺念慮・自殺未遂の割合が高いことが指

摘されている性的マイノリティについて

様々な課題に対応した支援体制を構築しま

す。なかでも性同一性障害を中心とした医

学的見地からの対応を要する相談について

は、専門相談窓口を開設します。

また、性的マイノリティの生きづらさを少

しでも解消し、生き方を後押しする制度と

して「北九州市パートナーシップ宣誓制

度」を運用します。

・性同一性障害についての相談件数：6件

・「北九州市パートナーシップ宣誓制度」

利用カップル　13組（延べ43組）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

・北九州市の性的マイノリティに

関する相談窓口の中で、当相談窓

口は性同一性障害に関する相談に

対応している。相談ニーズに合っ

た、適切な窓口、社会資源情報等

を提供する必要がある。

・他の施策と性的マイノリティへ

の市民の理解を深め、差別や偏見

を解消する。

・相談者のニーズに合った情報提

供ができるよう、相談窓口や社会

資源情報等の情報収集に努める。

・他都市の状況や当事者のニーズ

等の情報を収集し、性的指向や

ジェンダーアイデンティティに関

する市民への理解に資するよう広

報・啓発に努める。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター、人権文化

推進課

118 ヤングケアラーへの支援 ヤングケアラーとは、「家族の介護その他

の日常生活上の世話を過度に行っていると

認められる子ども・若者を言います。ヤン

グケアラーの早期発見・支援のため、北九

州市ヤングケアラー相談支援窓口を設置

し、コーディネーターによる相談支援を行

います。

ヤングケアラーに関する相談対応件数:346

件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

発見しづらいヤングケアラーを早

期支援につなげるために、関係機

関との連携強化が必要。

今後も積極的に学校への訪問（ア

ウトリーチ）や周知啓発を行い、

早期発見・支援につなげていく。

子ども家庭局子

育て支援課

多重債務の相談窓口の整備とセーフティネット融資の充実

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

33 消費者トラブル無料法律相談 多重債務が自殺の原因となる等社会問題化

していることから、消費生活センターの各

窓口で借金の相談を受け付けています。処

理にあたっては、借金や家計収支の状況等

を相談員が聞き取り、法的解決方法を説明

し、必要によって専門家の意見を聞くため

に当センターで実施している消費者トラブ

ル法律無料相談へ案内・誘導しています。

・多重債務による法律相談：11件受付（な

お、令和４年４月１日より成年年齢が引き

下げられる事に伴い、令和３年度より市内

の高校・大学生等を対象にした若年消費者

啓発にも取り組んでいる。）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

特になし 今後も事業継続予定 総務市民局消費

生活センター
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北九州市自殺対策計画 進捗状況表　【参考】

失業者等に対する相談窓口の充実等

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

20 若者ワークプラザ北九州の運営 若者の就業支援の拠点である市内２か所の

「若者ワークプラザ北九州」において、就

業相談、各種情報提供、セミナー・講座、

職業紹介などを実施して、若者の就業促進

を図ります。

・延利用者数：9,284人

・新規登録者数：1,261人

・セミナー等受講者数：942人

・カウンセリング延利用件数：10,586人

・就職決定者数：935人

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

介護や製造、建設をはじめとした

人手不足業種への就職希望者が少

ないこと、「希望する職種」と

「求人がある職種」のミスマッチ

といった課題は引き続き発生して

いる。若者の自立支援の観点か

ら、求職者に対し、カウンセリン

グや職場体験などを通じ、市内企

業で働く魅力を伝え、希望する職

種・業種を増やす必要がある。

人手不足業種への就職を促すた

め、技能講習のほかに、令和6年度

から新たに普通自動車第二種免許

取得支援を実施している。より丁

寧なカウンセリング対応や、新た

な就活様式に対応したセミナーを

行うなど、状況の変化に応じてス

ピード感のある支援を行ってい

く。

産業経済局雇

用・産業人材政

策課

117 ウーマンワークカフェ北九州における就業等

相談事業

平成28年5月に開設した「ウーマンワーク

カフェ北九州」では女性の就職・キャリア

アップ・起業・子育てとの両立など、女性

の職業生活における活躍をワンストップで

総合的に支援します。

国・県・市の３者が緊密に連携し、女性の

職業生活における活躍をワンストップで総

合的に支援した。

・新規利用者数　1,786人

・述べ相談者数　7,780人（電話対応を含

む）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

利用者増に向けた機能充実や効果

的な広報活動の実施が必要であ

る。

働く女性、働きたい女性が各々の

希望に応じ、その個性と能力を十

分発揮して活躍できるよう、引き

続き当施設を拠点とした就業支援

を行っていく。

産業経済局雇

用・産業人材政

策課

法的問題解決のための情報提供の充実

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

85

106

男女共同参画センター相談事業 再掲 － - － － 政策局

WomanWill推進

室

42

106

高齢者・障害者あんしん法律相談事業 「借地・借家」「相続」「金銭管理」「近

隣とのトラブル」などの民事・刑事上の法

律に関わる問題について、福岡県弁護士会

北九州部会の協力により無料法律相談を行

います。

・相談件数：154件

（高齢130件、障害24件）

・市政だより（区版）を活用した周知（毎

月）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

高齢者・障害者あんしん法律相談

事業の周知を引き続き行う。

時期を捉えた広報を引き続き実施

し、市民の民事・刑事上の法律に

関わる問題について福岡県弁護士

会北九州部会の協力により行う。

保健福祉局長寿

社会対策課、障

害者支援課

106 法律人権相談 各種相談事業に取り組んでいます。 各区で毎月1回開催

・年間84回

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

若年層への広報の仕方 継続実施 総務市民局広聴

課

106 地域交流センター人権法律相談 人権、金銭、土地、家屋、親族等の専門的

知識を必要とする問題について、弁護士に

よる無料法律相談を行います。

・相談件数：177件 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

特になし 今後も市政だよりやセンターだよ

りで広報を行い、市民に事業の周

知を行なう。

保健福祉局同和

対策課

106 自死遺族のための無料法律相談 家族を自死で亡くした場合、遺された家族

は、自死に伴う様々な法律問題に直面する

ことがある。そのため、遺族支援として、

こころのケアだけでなく、法的支援の提供

を行います。

・相談件数：3件 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

相談者は少なく、必要な層に、必

要な情報が届いていない可能性も

ある。

引き続き事業を継続するととも

に、当相談窓口の周知に努める。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

危険な場所、薬品の規制等

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

58 自殺の危険箇所改善への取り組み 自殺危険箇所における危険防止のため柵等

の取り付けや啓発ポスター等の掲示などに

ついて、所有者や管理者への理解を求めて

いきます。

・市内のJR九州全駅へ自殺予防ポスターの

掲示を依頼（9月、3月）

・北九州モノレールに同ポスターを掲示

（9月、3月）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自殺を考えるほど追込まれている

方は、生と死の間を揺れ悩んでい

ると言われている。そのような方

は様々な状況下に置かれているこ

とから、危険箇所は多様に渡る。

多様な危険箇所に合わせた、効果

的な改善が必要である。

市内JR駅やモノレール駅に協力を

得て、自殺予防週間や月間に合わ

せたポスター掲示等の啓発を引き

続き行う。また、他の自殺危険箇

所についても、効果的な改善を行

えるよう検討していく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

インターネット上の自殺予告事案への対応等

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

ネットトラブル等防止事業 インターネット上のサイト等において、児

童生徒によるいじめや非行行為等の不適切

な書き込みを把握・監視し、適切に対応す

ることでネットトラブル等の早期発見と未

然防止に努めています。また、教職員に対

してネットトラブルに関する対応力向上の

ための研修を行います。児童生徒のスマー

トフォンやインターネットの利用について

の実態を調査し、PTA協議会や学校と連携

して児童生徒への指導や保護者への啓発を

行っています。

・インターネット上のサイト等を定期的に

巡回監視し、不適切な書き込み（誹謗中傷

や個人情報漏洩等）等について必要に応じ

て対応した。

・教職員を対象にしたネットトラブルに関

する研修会を実施した。

・児童生徒、保護者向けに啓発資料を配布

し、啓発活動を行った。

・保護者、教職員向けの啓発動画を作成

し、啓発活動を行った。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

児童生徒のスマートフォンの所持

率が年々増加し、SNS上のいじめ

や様々なトラブルが懸念される。

・巡回監視を継続し、問題の早期

発見・早期対応に努める。

・児童生徒のスマートフォン等の

利用実態について調査分析すると

ともに、PTAと連携しながら、ス

マートフォンやインターネットの

適切な利用について、効果的な啓

発に取り組む。

教育委員会生徒

指導課
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北九州市自殺対策計画 進捗状況表　【参考】

介護者への支援の充実

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

48 介護支援専門員への研修機会の創出 再掲 － － － － 保健福祉局地域

福祉推進課、介

護保険課、精神

保健福祉セン

ター

46 地域包括支援センター運営事業 再掲 － － － － 保健福祉局地域

福祉推進課

43 認知症カフェ普及促進事業 認知症の人を支える取組みやつながりを支

援し、認知症の人の家族の介護負担の軽減

などを図るため、認知症の人とその家族、

地域住民、専門職等の誰もが参加でき、集

う場である「認知症カフェ」の普及を促進

します。

・認知症カフェ数：33（カフェ・オレンジ

を除く）（令和6年3月末時点）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

認知症カフェ主催者から、参加者

が少ないという意見があり、認知

症カフェに関する情報が十分に周

知されていない可能性がある。

引き続き、認知症カフェの普及啓

発や活動支援、認知症カフェ同士

の横のつながりができるよう交流

会の開催などに取組む。

【達成目標】

市内の認知症カフェ数

　Ｒ８：50か所

保健福祉局認知

症支援・介護予

防課

44 認知症・若年性認知症介護家族交流会

※令和５年度から事業名変更

認知症の人を介護している家族を対象とし

て、家族同士が励まし合い、認知症の介護

について学び合うための交流会を開催して

いきます。

・ 開催回数：12回

・ 延べ参加者数：106人

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

潜在的なニーズはあると思われる

が、十分に周知が行き届いていな

い可能性がある。

周知に努めながら、引き続き継続

的に実施していく。

【達成目標】

認知症と聞いて、家族に迷惑をか

けそうで心配である人の割合

　R8：R4の53.9％から減少

保健福祉局認知

症支援・介護予

防課

45 認知症・介護家族コールセンター 認知症の人やその家族が抱える不安や悩み

などが気軽に相談できるよう、認知症介護

経験者等が対応するコールセンターを設置

し、認知症の人や介護する家族等への精神

面での支援を行います。

・コールセンター相談件数：424件

　(うち面接相談：7件）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

潜在的なニーズはあると思われる

が、十分に周知が行き届いていな

い可能性がある。

引き続き継続的に窓口を設置し、

認知症の人や介護する家族等への

精神面での支援を行っていく。

【達成目標】

認知症と聞いて、家族に迷惑をか

けそうで心配である人の割合

　R8：R4の53.9％から減少

保健福祉局認知

症支援・介護予

防課

いじめを苦にした子どもの自殺の予防

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

13 いじめ対策の充実 再掲 － － － － 教育委員会生徒

指導課

Ｅメール相談 電話では相談しづらい不安や悩み、疑問な

どをＥメールで受け、相談内容に応じて適

宜アドバイスや適切な関係機関を紹介する

など、相談者の気持ちに立って、不安や悩

みの軽減、疑問の解消に努めます。

・相談実績：157件 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

メールの受信日によっては、回答

に時間を要する。

できる限り速やかに回答するよう

努める。

子ども家庭局子

ども総合セン

ター

11 「２４時間子ども相談ホットライン」事業 再掲 － － － － 子ども家庭局子

ども総合セン

ター

児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者への支援の充実

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

1 育児支援家庭訪問事業（のびのび赤ちゃん訪

問事業）

個々の家庭が抱える養育上の問題の解決や

負担の軽減を図るため、出産後間もない時

期やさまざまな原因で養育が困難になって

いる家庭に対して、保健師等が訪問し、子

育てに関する情報提供や専門的な支援を行

います。

養育支援が特に必要であると判断した家庭

に対し訪問した。

・訪問延件数：3,091件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

関係機関と連携し、継続した支援

が必要。

関係機関と連携し、支援体制を強

化することにより、効果的な事業

の推進を図る。

子ども家庭局子

育て支援課

2 生後４ヶ月までの乳児家庭全戸訪問事業（の

びのび赤ちゃん訪問事業）

生後４か月までの乳児がいる家庭を訪問

し、子育ての孤立化を防ぐために、さまざ

まな不安や悩みを聞き、子育て支援に関す

る必要な情報提供を行います。また、支援

が必要な家庭に対して適切なサービス提供

に結びつけるなど、地域の中で子どもが健

やかに育成できる環境整備を図ります。

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭

を対象とし訪問した

・訪問件数：5,463件

（訪問割合：97.6%）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

今後も保健師や助産師等の専門職

と地域支援者それぞれの強みを活

かした活動が必要。

子育ての孤立化を防ぎ、地域での

見守り体制を充実させていくため

に継続して実施する。

子ども家庭局子

育て支援課

3 妊娠期からの養育支援事業（すくすく子育て

支援事業）

妊娠・出産・育児期において、産前産後の

心身の不調や家庭環境の問題など、特に養

育支援を必要とする家庭を早期に把握し、

医療機関と連携しながら、養育支援を行う

ことにより、家庭の養育力を高め、児童虐

待を防止します。

医療機関との連携により、支援が必要な家

庭への訪問等を行った。

・医療機関からの連絡件数：880件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

医療機関との密な連携体制が必

要。

今後も医療機関と連携し、効果的

な支援を実施する。

子ども家庭局子

育て支援課
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北九州市自殺対策計画 進捗状況表　【参考】

4 乳幼児健康診査未受診者フォローアップ事業

（すくすく子育て支援事業）

虐待につながりやすい状況を早期に把握し

予防するため、乳幼児健康診査未受診者に

対して、家庭訪問を実施し、受診勧奨する

とともに、養育に関する相談に応じます。

また、妊婦や乳幼児の健康診査をデータ管

理し、受診結果に応じて保健指導を行いま

す。さらに、未受診者のフォローに関し

て、関係機関と連携し、養育支援を特に必

要とする家庭の把握に努めます。

乳幼児健診未受診者に対し、受診勧奨等を

行った。

・対応数：826件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

子育ての孤立化を防ぐためにも、

関係機関との連携が重要。

乳幼児健診の未受診者は、様々な

問題を抱えていることがあるた

め、訪問等による支援や受診勧奨

を継続して実施する。

子ども家庭局子

育て支援課

5 保育カウンセラー事業 児童虐待の早期対応・防止や発達の気にな

る子どもへの対応等のため、保育カウンセ

ラーと保育アドバイザーが市内保育所等を

訪問し、児童処遇に関する相談、児童のケ

アや保護者対応を指導、助言し、保育所等

を支援します。また、緊急事態等発生時に

おいて、迅速に児童、保護者、保育士等の

カウンセリングを行い、対象者の心のケア

に努めます。

市内の保育所等に対して「児童虐待、気に

なる子ども、養育への配慮が必要と感じら

れる子ども」の状況調査を行い、対応に悩

む保育所等に対し、訪問や電話による支援

を行った。

・訪問支援：51回（229人）

・電話対応：97件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

子ども虐待、気になる子ども、養

育への配慮が必要と感じられる子

どもへの対応は、保育所等内にと

どまらず、より適切な機関への紹

介や社会的資源の活用等、他機関

との連携の必要性が高まってい

る。

事業について保育所等にアンケー

ト調査を行った結果、訪問や電話

での支援については概ね好評で

あったため継続していく。また、

各区子ども家庭相談コーナーや子

ども総合センターなど関係機関と

の連携について、情報のつなぎを

行っていく。

子ども家庭局こ

ども施設企画課

6 家族のためのペアレントトレーニング事業 虐待の再発防止および発生予防を図るた

め、「虐待を行った保護者」および「養育

不安のある保護者」に対して、「家族再統

合コース」、「養育不安コース」の二種類

のプログラムを実施し、児童に対する養育

技術に関する訓練を行います。

①家族再統合コース：11家庭参加。

②養育不安コース：12家庭参加。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

①に関して

・支援ニーズの掘り起こし

・既定のプログラム以外の支援方

法の追加

・職員の支援技法習得の促進

・様々な家族状況やニーズに応じ

られるよう、支援メニューを増や

す。

・職員の異動サイクルをふまえた

計画的な研修体制づくり

子ども家庭局子

ども総合セン

ター

7 児童虐待の早期発見・迅速かつ適切な対応お

よび児童への支援のための連携強化

児童虐待の発生予防、早期発見、早期対応

および適切な支援を行うために、要保護児

童対策地域協議会などを通して、関係機関

との連携強化を図るとともに、関係職員等

に対する研修会の実施や市民啓発などに努

めます。

・児童虐待通告件数：2,955件

・児童虐待相談対応件数：2,855件

・児童虐待対応リーダー養成研修

　開催回数：1回

　Zoomによるライブ配信参加者数：86人

　YouTube等によるアーカイブ配信再生回

数：1,673回

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

児童虐待の早期発見、早期対応、

また発生予防に努め、迅速かつ適

切に対応することはもとより、虐

待を受けた子どもの心のケアや虐

待を行った保護者等への再発防止

策の対応が喫緊の課題である。

子どもの心のケアに重点を置いた

取り組みを継続する。

子ども家庭局子

ども総合セン

ター、子育て支

援課

8 児童虐待防止医療ネットワーク事業 小児患者に対応する拠点病院に児童虐待専

門コーディネーターを配置し、地域の医療

機関からの児童虐待に関する相談への助

言、研修等、児童虐待対応力の向上を図り

ます。

・児童虐待専門コーディネーターの相談対

応件数：868件

・事例検討会を毎月開催。

・児童虐待の対応能力向上のための研修実

施。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

児童虐待対応のための教育研修の

実施。

医療機関に向けた児童虐待対応に

関する研修を実施し、医療機関の

ネットワークづくりを進める。

子ども家庭局子

育て支援課

9 子ども・家庭相談コーナー運営事業 再掲 － － － － 子ども家庭局子

育て支援課

10 子ども総合センターの運営 児童福祉法に基づく児童福祉の専門的行政

機関として、子どもに関する相談の受付、

助言や指導、心理判定、障害の判定、一時

保護など児童相談所業務を行います。ま

た、児童虐待、非行、不登校などのさまざ

まな課題、悩みを抱える子どもや保護者を

支援するため、カウンセリングやケース

ワーク、関係機関との調整・連携等に取り

組みます。

・児童相談受付件数：7,733件 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

児童を取り巻く多種多様な課題等

に対し、迅速かつ適切に取り組む

ことが必要。

次代を担う子どもの健やかな育成

のため、関係機関等との連携を密

に図りながら、より効率的、効果

的な事業運営に努める。

子ども家庭局子

ども総合セン

ター

11 「２４時間子ども相談ホットライン」事業 再掲 － － － － 子ども家庭局子

ども総合セン

ター

12 児童養護施設等入所児童への支援の充実 児童養護施設等は、2～18歳の家族と一緒

に暮らせない児童が入所する施設です。近

年、虐待による入所が増加しており、知的

障害だけでなく発達障害の児童も増えてい

るため、虐待等によりストレスやトラウマ

等を抱える児童への支援の充実を図りま

す。

措置児童の養育を行う児童養護施設等に対

して措置費を支弁した。

・支弁対象延べ児童数：5,214名

発達障害児等を入所させた施設に対し、よ

り手厚い養育環境を確保するための助成を

行った。

・対象職員数：7名

　

児童養護施設施設職員向け自殺対策研修

児童養護施設職員を対象として、自殺対策

に関する研修を実施した。

・5/18開催：24名参加

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

児童養護施設等の職員確保と人材

育成、また施設の小規模化及び地

域分散化、高機能化に向けた取り

組みの実施。

地域小規模児童養護施設の開設な

ど、家庭的養護の推進に努める。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター、子ども家

庭局子育て支援

課、子ども総合

センター
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97 犯罪被害者等支援事業 犯罪被害に遭った被害者やその家族・遺族

が、元の平穏な生活を取り戻すことができ

るように支援するため、福岡県・福岡市と

共同で「福岡犯罪被害者総合サポートセン

ター」を設置しています。また、性暴力に

特化した被害者救済の施策として、平成２

５年７月から福岡県・福岡市と共同で「性

暴力被害者支援センター・ふくおか」を設

置しています。

福岡県・福岡市・本市で共同設置している

「福岡犯罪被害者総合サポートセンター」

及び「性暴力被害者支援センター・ふくお

か」において、電話や面談による精神支援

や各種手続きの同行支援など、被害者等に

寄り添った各種施策を実施した。

加えて、両センターに関する広報啓発活動

を行った。また、被害者支援の総合的な推

進のため「犯罪被害者等支援庁内連絡会

議」を開催し（書面開催）、各種窓口間の

連携強化を図った。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

福岡県における「福岡犯罪被害者

総合サポートセンター」、「性暴

力被害者支援センター・ふくお

か」の認知度は徐々に増加傾向に

あるが、依然50％以下の状態であ

るため、継続した広報啓発が必

要。

被害者に寄り添った各種支援の継

続実施に加え、引き続き支援セン

ターの周知を図る。

総務市民局安

全・安心推進課

85

106

男女共同参画センター相談事業 再掲 － - － － 総務市民局女性

の輝く社会推進

室

115 産婦健康診査事業 令和2年10月から、産後うつの予防や新生

児への虐待予防等を図るため、概ね産後1

か月以内の産婦に対する健康診査の費用を

助成することで、産後の初期段階における

母子に対する支援を強化し、妊娠期から子

育て期にわたる切れ目ない支援体制を整備

します。

・産婦健康診査受診者数（延）：5,213名 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

関係機関と連携し、継続した支援

が必要。受診結果が里帰り出産時

を含め、産後初期段階における支

援が必要とする産婦がすみやかに

把握でき支援できる環境整備が必

要。

健診結果よりフォローが必要な産

婦に対して、医療機関等と連携し

適切な支援を実施する。

子ども家庭局子

育て支援課

116 性犯罪等防止に向けた広報啓発や相談の実施 再掲 市民文化スポー

ツ局安全安心推

進課

生活困窮者への支援の充実

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

34 生活困窮者自立支援事業 平成27年4月に「生活困窮者自立支援法」

が施行されたことを踏まえ、生活困窮者が

困窮状態から早期に脱却することを支援す

るため、本人の状態に応じた包括的な相談

支援等を実施するとともに、地域における

自立・就労支援等の体制を構築することに

より、生活困窮者の自立の支援に取組みま

す。

・新規相談受付件数：2,392件

・プラン作成件数：882件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自らSOSを発することが困難な方

に対しても、「いのちをつなぐ

ネットワーク事業」のアウトリー

チ力と連携することで、確実に支

援を行える体制を構築し、コロナ

禍において、深刻化のおそれがあ

る生活困窮の防止に努める。

相談者が直面している生活全般に

関する課題に対して支援を行うこ

とで、自立した生活基盤づくりを

強化する。

保健福祉局地域

福祉推進課

107 総合相談会の定例開催 自殺予防においては、心の悩みを抱える人

たちの背景にある様々な課題やリスクを解

決するために、各関係機関相互の連携が必

要となります。複雑・困難な背景を抱える

人々に、ワンストップで相談の解決への道

筋をたてることで、相談者の自殺リスクの

軽減を図ることや、関係機関の連携体制の

強化を目的とした総合相談会を定期的に開

催し、相談者を丁寧にフォローしていきま

す。

・弁護士、司法書士、臨床心理士、精神保

健福祉士等の専門職がワンストップで応じ

る総合相談会を開催

　開催回数：6回（5/25、7/27、9/30、

11/16、1/27、3/28）

　相談件数：16件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自殺を考えるほど悩んでいる方

は、複雑・困難な状況のなかで、

どこに相談すれば良いか分からな

い事が多いといわれている。ま

た、このようなことへの支援にお

いては、支援者同士の連携が重要

になると考えている。

総合相談会は、相談者の満足度が

高く、相談員にとっては、他の専

門職の共通理解と連携を図る機会

となる等の成果があった。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

35 ホームレス対策推進事業 法及び国の基本方針等に基づき策定した

「北九州市ホームレス自立支援実施計画」

に沿って、自立の意志がありながらホーム

レスを余儀なくされている方に対し、自立

の支援やホームレスになることを防止する

ための生活の支援を地域や関係団体と連携

して取組みます。

・市内ホームレス数：43名

・ホームレス自立支援センター

　入所者数：31名

　退所者数：34名（うち就労退所13名）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

全国のホームレス数は減少傾向に

あり、本市のホームレス数も同様

の傾向である。一方、ホームレス

の背後には、定まった住居を喪失

し簡易宿泊所や終夜営業の店舗等

で寝泊まりする等の不安定な居住

環境にあり、路上と屋根のある場

所とを行き来している層が存在す

る。

今後も職業相談員と連携し、入所

者が抱える就労阻害要因の解決策

の検討や今後の支援方針の決定

等、きめ細やかに求職活動を支援

する。

保健福祉局地域

福祉推進課

47

101

いのちをつなぐネットワーク事業 再掲 － － － － 保健福祉局地域

福祉推進課

102 心理ケア支援事業 再掲 － － － － 保健福祉局保護

課

ニート状態等の若者の自立支援

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

24 ひきこもり対策事業

※令和3年度から事業名変更

様々な要因によって社会参加の場面が狭ま

り、自宅以外での生活の場が長期にわたっ

て失われている状態をいう「ひきこもり」

の中でも、特に、背景に精神疾患がない

「社会的ひきこもり」について、支援者向

けの研修・連絡会、市民向けの講演会、家

族教室、自助グループの側面的支援等の事

業を実施します。

・支援者向けの研修会

　開催回数：1回　参加者数：58名

・市民向けの講演会

　開催回数：1回　参加者数：55名

・家族教室

　開催回数：7回　延参加者数：23名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

単一の機関・単独の支援者による

サポートやアプローチだけでは十

分な支援は困難であり、多種・多

様な機関の連携に基づく支援の継

続が重要。そのため、他の関係機

関との連携・つなぎや地域におけ

る新たな資源の開発・創設を意識

した事業運営が求められる。

北九州市ひきこもり地域支援セン

ターとの連携を基盤として事業を

継続実施しながら、支援者研修・

連絡会、市民向け講演会の企画・

運営・広報等の工夫等により、市

民及び関係者の知識・関心の向上

を図る。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター
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北九州市自殺対策計画 進捗状況表　【参考】

23 北九州市ひきこもり地域支援センター「す

てっぷ」の運営

社会的ひきこもりに関する相談や様々な情

報、活動場所を提供しています。（社会的

ひきこもりとは：社会的な参加の場面がせ

ばまり、就職や就学などの自宅以外での生

活の場が長期にわたって失われている状

態）

・電話・来所・訪問による相談支援を実施

した。

　延べ相談件数：2,119件

・フリースペースを開設し、居場所の提供

を行った。

　フリースペース開催回数：110回

（オンラインフリースペースを含む）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

ひきこもり支援は様々な方面から

の支援が必要であることが多く、

多種・多様な機関の連携に基づく

支援の継続が必要である。

引き続き、電話相談や来所相談、

訪問支援、フリースペースを実施

し、利用者のニーズに合った支援

を行うとともに地域ネットワーク

作りの拡大を図る。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

22 子ども・若者応援センター「YELL」の運営 再掲 － － － － 子ども家庭局青

少年課

100 ひきこもり支援実務者連絡会 ひきこもり支援者が集い、情報交換を行う

ことで、連携のためのネットワークの構築

や互いの支援のスキルアップを目指しま

す。

・開催回数：1回　参加者数：19名 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

ひきこもりの問題は、様々な方面

からの支援が必要であるため、支

援者が、情報交換を行う機会の提

供が必要である。

引き続き、連絡会を開催し、ひき

こもりの問題に携わる支援者間の

ネットワークの構築や、スキル

アップの向上を図る。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

20 若者ワークプラザ北九州の運営 再掲 － － － － 産業経済局雇

用・産業人材政

策課

３　適切な精神科医療を受けられるようにする

精神科医療を担う人材の養成など精神科医療体制の充実

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

54 夜間・休日精神医療相談事業 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健・地域移行

推進課

53 精神科緊急・救急医療体制整備 夜間休日における精神科緊急・救急医療体

制（24時間365日）について、福岡県及び

福岡市と共同で整備しています。

・受診件数：409件

（うち北九州ブロック：100件）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

身体合併症の場合は、身体的な処

置が優先されるため、システムで

通常紹介する当番病院では対応で

きない。

身体的な処置が対応可能な救急病

院に速やかに診察を依頼する。そ

の上で精神科に係る対応を行う。

保健福祉局精神

保健・地域移行

推進課

103 精神障害者保健福祉対策事業 各区保健福祉課で実施している定例相談

に、非常勤嘱託医を派遣しています

・各区役所での精神科医による相談（延べ

件数）：19件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

家族や地域が果たす役割機能の脆

弱化に伴い、精神障害や8050問題

など、精神保健の問題が多様な形

で様々な世代において増加・顕在

化しており、今後も、引き続き関

係機関と連携しながら対応してい

く必要がある。

嘱託医の確保に努め、引き続き定

例相談を実施し、相談者のニーズ

に応えていきます。

保健福祉局精神

保健・地域移行

推進課

うつ病の受診率の向上

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

36

73

アルコールとうつ、自殺に関する効果的な啓

発活動の展開

再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

61 依存症・うつ病等の精神疾患に関する相談体

制の整備

再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

49

69

かかりつけ医こころの健康対応力向上研修 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

60 産後うつ対策（のびのび赤ちゃん訪問事業） 産後のうつ状態等を早期に把握し、きめ細

かに支援するため、生後４か月までの家庭

訪問時において、全ての産婦に産後うつな

どを発見するための質問票を用いるととも

に、医療機関と行政が連携し、産後うつに

対して早期に対応します。

家庭訪問の際、質問票を使用し産後うつ状

態を発見するためのアセスメントを実施し

た。

・質問実施件数：5,391件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

全ての産婦に質問を実施できてい

ないが、関係機関と連携し、支援

している。

子育ての孤立化を防ぎ、地域での

見守り体制を充実していくため

に、関係機関と連携し、より効果

的な事業の推進を図る。

子ども家庭局子

育て支援課

55

63

精神保健福祉相談 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健・地域移行

推進課

かかりつけの医師等のうつ病の精神疾患の診断・治療技術の向上

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

49

69

かかりつけ医こころの健康対応力向上研修 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

うつ病スクリーニングの実施

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

60 産後うつ対策（のびのび赤ちゃん訪問事業） 再掲 － － － － 子ども家庭局子

育て支援課
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64 健康相談 市民センター等における定期的な「健康な

んでも相談」や、区役所における随時の電

話や面接相談、各種集団健康教室への来所

者に対する個別相談、福岡県飲酒運転撲滅

条例に基づく適正飲酒指導など、対象者の

心身の健康に関する総合的な助言・指導を

行います。

・実施回数：4,326回

・参加延人数：11,923人

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

市民センター等の身近な場所での

健康相談の実施を継続する必要が

ある。

特に高血圧、肥満、女性の健康に

ついて重点課題として健康相談を

実施する。

目標：健康相談実施回数、延人数

の増加

保健福祉局健康

推進課

うつ病以外の精神疾患等によるハイリスク者対策の推進

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

52

94

救急医療における自殺未遂者の対応に関する

懇話会

自殺未遂者の精神科医療ケアや退院後の生

活再建の支援等について、関係者の理解と

連携を促進するため、医師や弁護士、司法

書士、臨床心理士、精神保健福祉士などに

よる懇話会を開催します。

未開催 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自殺未遂者を支援するため、関係

者の理解と連携を促進し、横の繫

がりを強化していく必要がある。

関係者の現状と課題を共有し、よ

りよい連携の方法を模索していく

会となるよう実施していく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

62 薬物・ギャンブル等の依存症に関する相談支

援事業

薬物乱用・依存などの問題を抱える家族に

対し、正しい知識や接し方を学び、同じ問

題を抱える者同士のわかち合いの場を提供

するための家族教室の実施や、薬物依存・

ギャンブル依存問題等に関する相談窓口で

個別相談を行います。

・来所による個別相談件数：86件

　　薬物：27件

　　ギャンブル：34件

　　その他の依存：25件

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

令和4年度および5年度はギャンブ

ル依存に関する相談件数が増加し

ている。今後も相談窓口への周知

を続けていく。

一人で悩みを抱えている当事者や

その家族に相談窓口を活用しても

らえるよう、今後も広く周知を図

る。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

65 薬物関連問題実務者ネットワーク会議 市内の薬物乱用・依存に関係する機関・窓

口に呼びかけ、関係機関間のネットワーク

の構築を目指し、意見交換・情報共有を行

うことで、相談担当者のスキルアップと相

談体制の充実強化を図ります。

・開催回数：1回（事業番号68と同時開

催）

・参加者数：28名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

情勢などから支援者のニーズを考

慮しつつ、テーマを検討する必要

がある。

引き続き事業を継続するととも

に、関係機関へ積極的な参加を呼

びかける。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

68

99

アルコール依存症に関する保健福祉ネット

ワーク会議の開催

アルコール依存症に関する医療をはじめ保

健福祉関係支援者（専門医療機関、断酒

会、区精神保健福祉相談員等行政職員）の

実務者レベルにおける連携を構築するため

ネットワーク会議を定期開催します。

・開催回数：1回（事業番号65と同時開

催）

・参加者数：28名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

情勢などから支援者のニーズを考

慮しつつ、テーマを検討する必要

がある。

引き続き事業を継続するととも

に、関係機関へ積極的な参加を呼

びかける。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

４　自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ

救急医療施設における精神科医による診療体制等の充実

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

52

94

救急医療における自殺未遂者の対応に関する

懇話会

再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

50 自殺未遂者支援の充実 自殺企図により救急搬送された患者及びそ

の家族を対象に、同意に基づき、精神保健

福祉センターが心理教育や社会資源のコー

ディネートを行うなど積極的に介入するこ

とで、再び自殺を図ることを防止するとと

もに、その家族の辛さを傾聴して心の負担

の軽減に努めます。また、市内の支援者と

未遂者支援のあり方について検討を行いま

す。救急搬送された自殺未遂者への支援に

ついて、平成30年度からは、連携する救急

搬送先（医療機関）を新たに一箇所増やし

対象者を拡大しました。

・支援者数：9件（10名）※家族支援含む

・支援件数：217回(面談38回、電話　100

回、関係機関との情報共有、カンファ等79

回)

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自殺未遂の既往は、自殺の強力な

危険因子の一つであるため、今

後、未遂者への直接支援を強化し

ていく必要がある。

引き続き、関係機関との連携を深

め、自殺未遂者の自殺再企図防止

に努める。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

51 自殺未遂者に関る支援者のための研修 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

家族等の身近な人の見守りに対する支援

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

50 自殺未遂者支援の充実 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

５　民間団体との連携を強化する

民間団体の人材育成に対する支援

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

48 介護支援専門員への研修機会の創出 再掲 － － － － 保健福祉局地域

福祉推進課、介

護保険課、精神

保健福祉セン

ター

82 自殺対策出前講座 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター
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77 自殺対策事業啓発講演会 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

71 精神保健福祉基礎・実務者研修 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

地域における連携体制の確立

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

93 北九州市自殺対策連絡会議、自殺対策庁内連

絡会議の開催

北九州市自殺対策連絡会議では、おもに市

内の関係機関・団体により、本市における

総合的な自殺対策に関する事項の連絡調整

や協議を行うとともに、市の全部局室の幹

事課が集まる自殺対策庁内連絡会議におい

て、庁内の横断的な連携を図っています。

今後、本計画の進捗状況や施策の評価によ

る見直し等を協議し、効果的な自殺対策事

業のあり方を検討していきます。社会全体

で自殺対策に取り組む体制を強化していく

ため、北九州市自殺対策連絡会議の構成団

体が行っている地域の自殺対策に関連する

活動状況をとりまとめ、広く情報提供する

こととします。

・連絡会議：2回開催（4/17、11/14）

・庁内会議：2回開催（5/10、11/22）

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

効果的な自殺対策事業のあり方を

検討するため、関係機関との連携

をより一層図っていく必要があ

る。

引き続き、関係機関・団体間の取

組の状況共有を推進するため、

「関係機関・団体の取組状況一覧

票を作成し、それを市ホームペー

ジ等で公表する

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

52

94

救急医療における自殺未遂者の対応に関する

懇話会

再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

66

88

リカバリーパレード「回復の祭典」in北九州

の開催

「こころの病気からの回復は可能であるこ

と」を社会に伝えるため、依存症などの精

神疾患からの回復者、家族、支援者等が集

まり、街頭パレードや唱和、チラシ配布等

を行い、市民へ呼びかけを行います。パ

レードへの参加を通じて様々な立場の相互

交流を図り、依存症などの心の病を持つ

方々への回復とそのための支援の活性化を

図ります。

・実行委員会

　開催回数：11回

・リカバリーパレード

　開催回数：1回（10月7日開催）

　参加者数：100名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

参加団体（自助グループ）等が固

定化しているため、新規参加を呼

びかけ、参加者の増加を図る。

引き続き、開催を継続する。

課題のとおり、参加団体（自助グ

ループ）等が固定化しているた

め、新規の呼びかけ、参加者の増

加を図る。事務局としての役割を

側面から支援し、参加者、参加団

体の拡大を目指す。参加者同士の

交流の場となるよう促していく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

7 児童虐待の早期発見・迅速かつ適切な対応お

よび児童への支援のための連携強化

再掲 － － － － 子ども家庭局子

ども総合セン

ター、子育て支

援課

8 児童虐待防止医療ネットワーク事業 再掲 － － － － 子ども家庭局子

育て支援課

22 子ども・若者応援センター「YELL」の運営 再掲 － － － － 子ども家庭局こ

ども若者成育課

65 薬物関連問題実務者ネットワーク会議 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

68

99

アルコール依存症に関する保健福祉ネット

ワーク会議の開催

再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

109 生きるための支援を考える会 市内の各種相談支援機関・窓口の実務者が

集まり、自殺の要因となり得る問題に対す

る相談窓口の相談状況、支援状況について

情報交換を行うとともに有効な連携の在り

方を検討します。

・開催回数：２回(7/4、2/1)

・参加延人数：のべ7名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自殺の要因となりうる様々な相談

に適切に対応するためには、相談

者同士の横の連携が重要である

各種相談支援機関・窓口の実務者

（専門職）によってワンストップ

で悩みごとに対応する総合相談会

のあり方を検討する。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

96 福岡県弁護士会北九州部会との連絡会 福岡県弁護士会北九州部会と定期的に連絡

会を開催し、自殺対策における情報共有お

よび自死遺族法律相談等の内容検討を行い

ます。

・部会との連絡会：12回

・担当弁護士研修：5/16開催　14名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自死遺族の法的支援の必要性・重

要性から、相談に従事する弁護士

会との情報共有や内容検討が必

要。

法律相談の事例検討や研修等を通

じ、弁護士会との連携を図ってい

く。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

95 自殺予防教育のための連絡会議 自殺予防教育における課題や手法を検討す

るため、関係者による連絡会議を定期開催

します。

・開催回数：１回 b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自殺予防教育が、学校現場で円滑

に運用されるため、実務者間で課

題や手法を協議する必要がある。

自殺予防教育に貢献するための協

議を継続していきたい。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

47

101

いのちをつなぐネットワーク事業 再掲 － － － － 保健福祉局地域

福祉推進課

災害・事故時こころのケア対策事業 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

民間団体の電話相談事業に対する支援

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

57

98

社会福祉法人 北九州いのちの電話への補助事

業

再掲 － － － － 保健福祉局総務

課、精神保健福

祉センター
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北九州市自殺対策計画 進捗状況表　【参考】

民間団体の先駆的・試行的取組や自殺多発地域における取組に対する支援

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

67

89

セルフヘルプ・フォーラムの開催 セルフヘルプグループの広報・啓発の場と

して、同じような悩みを持ちながら、一人

で苦しんでいる人たちをグループにつなぎ

たいという思いから、主に北九州市内で活

動するセルフヘルプグループが協力して、

フォーラムを開催します。

・開催回数：1回（11/３）

・参加人数：113名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自発的な市民活動となるよう、当

事者の主体性に任せ側面的な支援

を行なうことが重要であるが、一

部の参加者に負担が偏っていると

いう現状がある。開催の目的とし

て、セルフヘルプグループの周知

があり、関係者や支援者の参加だ

けでなく一般参加を増やすため、

広報活動の方法について検討して

いく必要がある。

引き続き、当事者の主体性に任

せ、側面的な支援を行ないつつ、

広報活動の方法等を検討してい

く。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

90 北九州セルフハート会議の支援 北九州市内を中心に主に精神保健福祉領域

で活動しているセルプヘルプ・グループの

ネットワーク会議「北九州セルフハート会

議」の開催を支援しています。

・開催回数：11回（月1回）

・延参加人数：116名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

セルフヘルプ・フォーラムの運営

事務局としての役割を側面的に支

えることができた。

引き続き、セルフヘルプ・フォー

ラムの運営事務局としての役割を

側面から支援しつつ、セルフヘル

プグループ同士の交流の場となる

よう促していく。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

91 セルフヘルプ・グループ情報誌の発行 北九州市内を中心に主に精神保健福祉領域

で活動しているセルプヘルプ・グループの

情報を確認することができるセルフヘル

プ・グループ情報誌を発行します。

【掲載団体数】43団体

【発行部数】850部

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自助グループを必要とする人の目

に留まるよう、配布方法や情報発

信の方法を検討していく必要があ

る。

セルフヘルプ・グループの活動を

支援し、また、支援を求める市民

のために有用なツールと考えてお

り、継続して作成・配布してい

く。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

Ⅲ　事後対応　遺された人の苦痛を和らげる
１　遺された人への支援を充実する

遺族の自助グループ等の運営支援

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

自死遺族の個別相談 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

106 自死遺族のための無料法律相談 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

自死遺族支援（わかち合いの会の開催等） 自死遺族に対するグループでのケアの場と

して、自死遺族のためのわかち合いの会を

開催します。また、わかち合いの会等の支

援につながる機会を提供するため、年１回

グリーフケアコンサートを開催します。

・わかち合いの会

　開催回数：5回

　延参加者数：15名

・グリーフケアコンサート

　開催回数：1回（12月9日）

　参加者数23名

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

参加者数は少ない。また、事前申

込は行ったが、当日に参加できて

いない自死遺族もいる。

引き続き、定期的な会の開催を継

続するとともに、周知に努める。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

学校、職場での事後対応の促進

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

15

105

スクールカウンセラー活用事業 再掲 － － － － 教育委員会生徒

指導課

遺族等のための情報提供の推進など

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

自死遺族のためのリーフレット作成・配布等 死別後のこころのケア、相談窓口等を記載

したパンフレットを作成し、市民や関係者

への周知を行っています。また、関連資料

等は、いのちとこころの情報サイトのホー

ムページに掲載しておりダウンロードする

ことができます。

市民、行政、医療機関、教育機関、その他

相談機関、公的施設等に対して、リーフ

レットを配布した。

b:取組中【事業

の方向性：継続

又は拡充】

自死遺族が、最初から医療機関や

専門の相談窓口機関等を利用する

とは限らず、多様な機関にリーフ

レットを配布し、広く周知するこ

とが必要。

引き続き、様々な機会を捉えて

リーフレットを配布し、広く市民

や関係者への周知を行う。

保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

自死遺族の個別相談 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

遺児への支援

事業№ 事業名 事業概要 令和５年度実績 取組状況 現状の課題 今後の取組/達成目標 担当所管課

自死遺族支援（わかち合いの会の開催等） 再掲 － － － － 保健福祉局精神

保健福祉セン

ター

※取組状況について

a:事業目標達成により廃止

b:取組中【事業の方向性：継続又は拡充】

c:取組中【事業の方向性：縮小又は廃止】

d:準備段階

e:未着手

f:事業見直し

※事業№は、北九州市自殺対策計画 本冊に掲載

している事業の№となります
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